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はじめに

本報告書は、文部省科学研究費補助金(基盤研究甲)(2))により、平成10年度から平成

12年度にかけて行なった「環境保全型経済成長に向けての技術・経済システムに関する日

中共同研究」をテーマとした学際的プロジェクト研究の成果をまとめたものである。

本研究は、中国における環境保全型技術システムおよび経済システムのあり方を、ミク

ロ(企業の投資行動等)とマクロ(環境政策等)の両面から明らかにすることを目的に、

広島大学大学院国際協力研究科と中国上海市の復旦大学環境科学工学部との国際共同研究

プロジェクトとして行なったものである。研究組織は広島大学側7名、復旦大学側3名の

計11名であり、双方の研究者の招聴、派遣にあわせて3回にわたるシンポジウムを企画・

開催してきた。

第1年次の第1回シンポジウムは「持続的開発と都市間交流」というテーマのもとに、

1998年9月に広島大学(広島会場)、同年12月には復旦大学(上海会場)でシリーズ開催と

いう形態で行った。第2年次の第2回シンポジウムも、 「地球環境問題と日中環境協力」と

いうテーマのもとに、 1999年10月に広島大学大学院国際協力研究科(広島会場)、 12月末

に復旦大学(上海会場)でシリーズ開催として行ったoまた第2年次は、北京市も訪問し、国

家環境保護総局(SEPA)の環境経済政策研究センターと合同研究会を開催した。本研究の

最終年である本年度の第3回シンポジウムは、広島大学代表団の上海市を訪問における意

見交換を踏まえ(2000年12月)、 2001年1月の復旦大学代表団の広島訪問をうけ、 「中国

の環境問題の現状」をテーマに開催した。

・以上の活動を通して、日中相互の研究成果の効率的な交換を行ってきた。また、日中両

国の環境問題について、環境政策への経済的手段の現状と課題、マクロ分析とともに地方

政府や企業単位でのミクロ歴史分析、現状分析を行なってきた。

広大な国土と13億人を超える膨大な人口を有する中国は、近年高い経済成長率を維持す

る一方、深刻な環境汚染に悩んでいる。本研究では、中国の持続可能な発展を遂げていく

過程における様々な環境問題の実態を探るとともに、問題を解決して行くために、どのよ

うな方策が有効なのかを、国際的な視野から考察してきた。本報告書は、こうした様々な

研究成果のエッセンスを取りまとめたものである。

2001年3月16日

研究代表者　松岡　俊二
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第1章　東アジアにおける社会的環境管理能力の形成について

松岡俊二・松本礼史・河内幾帆・岩瀬誠

1.はじめに

1.1研究の背景

大気汚染や水質汚濁を代表とする産業型(ブラウン系)公害問題は、経済成長にともなっ

て拡大する。一方、こうした公害問題-の対策も経済成長とともに強化され、ある転換点

を過ぎると、経済成長と環境保全が両立する成長パターンがみられる。 1人当りGDP等の

経済指標を横軸に、汚染物質濃度等の環境質指標を縦軸にとり、このような成長パターン

を示す逆U字型の曲線は、環境クズネッツ曲線(EnvironmentalKuznets Curve)とよばれる。

ブラウン系環境問題の代表的指標物質であるSOxについては、環境クズネッツ曲線が典型

的に成立する(松岡他1998a)c

環境クズネッツ曲線が成立するのは、経済成長そのものが環境問題を解決するからでは

なく、経済成長につれて魔境閉居に対処する資金・技術・人材が形成され、社会的意識が

醸成され、環境法や監督官庁の整備が進むなどにより、国家や市民社会の中に環境問題に

対処する能力が形成されるからである。こうした社会的環境管理能力(SCEM: Social

Capability for Environmental Management)の形成により、環境質の劣化がくい止められ、そ

の回復が進むと考えられるo

環境問題とその対策に関する社会的環境管理能力の形成メカニズムに関する先行研究は、

環境質の改善を指標とし、環境質の改善がなされたことによって環境管理能力が形成され

たとする環境クズネッツ仮説に代表される実態論と、法制度や監督官庁の確立をもって能

力形成がされたとする制度論に分けられる。

環境クズネッツ仮説に立つ実態論からの先行研究としては、世界銀行1992年次報告

(WorldBank 1992)が代表的存在であるO図1に、環境クズネッツ曲線の模式図を示した0

先進国がたどった経路を曲線Aとすると、曲線Aから曲線B-のシフトは汚染のより低い

水準で転換点を迎えるケース、曲線Aから曲線C-のシフトは経済成長のより早い段階で

転換点を迎えるケースを表している。曲線Bと曲線Cとの合成として示される曲線Dは、

経済成長の早い段階、汚染の低い段階で転換点を迎えるケースを示している。途上国にお

ける環境管理能力形成の成否は、後発性の利益を享受することにより、いかに1人当りGDP

が低く、かつ汚染の低い時点で環境質改善-の転換点を迎えられるかにかかっている。

制度論からの先行研究では、 OECDのオコンナ-は、日本における転換点を1970年、韓

国と台湾における転換点は1980年、タイおよびインドネシアでは1988年と評価している

が(O'Connor 1994)、実態的な裏付けを欠いている。また、原嶋・森田も制度論的観点から、

日本は1965年、韓国は1980年、中国は1987年という環境政策における「前進期」の開始

時期を指摘しているが(原嶋・森田1995)、これと自律的な環境管理能力の形成とどのような

関係にあるのかは不明であるO図2に、東アジア諸国の環境法及び環境管理官庁の設立時

期を示した。制度論的には、環境に関する基本法の整備と環境所管する中央官庁の整備が

I 1 -



一応のメルクマールとなるD　図より、 1990年前後に韓国、タイ、インドネシア、フィリピ

ン、中国などでは、こうした制度面での整備が完了しているb　しかし、このことが社会的

環境管理能力の形成を草味するとは言えない。

筆者らの研究グループでは、図3に示したような社会的環境管理システムの分析フレー

ムを設定し、環境管理における主体形成と制度形成の指標化を試みているO　その際、表1

に示した指標を用い、タイにおける環境管理システムの形成に、日本が技術協力を行った

タイ環境研究研修センター(ERTC)がどのように寄与したのかを分析した(松岡他1999),

社会的環境管理システムとは、図に示したように、国家(行政) ~だけではなく、市民社会

を構成する企業や非営利組織なども主体とする社会システムである。また、環境管理シス

テムとは、環境モニタリングをふまえた環境管理目標の設定、環境管理計画の作成、環境

管理組織の形成、環境管理計画の実施と点検・評価、環境情報の公開といった一連の要素

のサイクルである(松岡・河内1998b)c

しかし、社会的環境管理能力の形成という複雑な過程を、そのまま分析することは出

来ないので、本研究では社会的環境能力の基礎を形成すると考えられる環境モニタリング

能力に焦点をあてる。その際、環境モニタリングの中でも大気汚染モニタリング、とりわ

け日本の常時監視観測局の整備に関する数値データの分析から課題にアプローチし、日本

の事例を参照しつつ東アジア諸国の大気汚染モニタリングの整備状況を分析・評価する。

また汚染物質としては、主にSOxを対象とした。

I.2本研究における分析フレーム

環境管理能力の形成過程を分析するため、従来、筆者らが行ってきた図3の研究フレー

ムをふまえ、主体・制度・行動(社会的環境管理システム)、社会経済状態、環境質の3つ

のサブ・システムからなる分析フレームを設定し、それを図4に示したO環境管理システ

ムに関わる制度・行動は主体と制度により構成され、制度に基づく行動の成果である環境

質を産出するO　また、環境質は主体の意識や行動に影響を与え、新しい制度の構築を促す

といった相互依存関係にある。さらに、環境にかかわる制度・行動や環境質は、依拠する

経済社会状態とも相互依存関係にある。すでに述べたように、社会的環境管理システムと

は多様な主体から形成された社会システムであるが、本研究ではその基礎を形成する環境

モニタリングを「(狭義の)環境管理システム」と定義し、こうしたモニタリング能力の分

析に焦点を当てる。

さて、 (狭義の)環境管理システム-療境モニタリング・システムと社会経済状態や環境

質との関係について、国連GEMS (Global Environmental Monitoring System)プロジェグトの

一貫として行われた研究(UNEP&WHO 1996、以下GEMSリポートとして引用)では、途上

国を中心とした20都市を対象に環境管理システムの指標化を行い、社会経済状態(GDP)

との関係を分析している。また、世界銀行1992年次報告(WorldBank 1992)以降の、環境

クズネッツ曲線に関する一連の研究は、環境質と社会経済状態の関係を分析したものとし

て位置づけられる(松岡他1998a)c

2.環境管理システムの構成要素と指標化
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2. 1環境管理システムの構成要素

本節では、先行研究が環境管理システム(環境モニタリング・システム)の構成要素を

どのように設定しているかを整理する。

図5に、GEMSリポートの設定した環境管理システムの構成要素を示した。大気環境の

管理能力を対象としたGEMSリポートは、そうした能動ま「計測」、「データ検証」、「排出

源調査」、「環境管理の実行」という4大項目から構成されるとしている。またそれぞれの

要素には、いくつかのサブ項目がもうけられている。4つの大項目は、環境問題の「認知」、

「認知の客観化」、「発生メカニズムの解明」、「対策の実行」として位置づけられる。

アジア開発銀行のKaziらによる研究は、環境管理の成果を大気質、水質、土壌、生態系

の4指標で計測している。それぞれの指標は、大気質(代理指標:1人当りエネルギー消費)、

水質(代理指標:安全な水にアクセスできない人口)、土壌(代理指標:lha当り化学肥料

使用量)、生態系(代理指標:非森林面積)の単一指標であり、4項目のレーダーチャート

によって各国間の比較を行っている(Kazietal.1997)。

Davosらによる一連の研究は、SouthCoastAirQualityManagementDistrictofCaliforniaを

ケースに、どのような基準で大気汚染管理がなされているかを分析しているこここでは、

大気質管理政策を評価する基準として、目標達成度(Effectiveness)、効率性(Efficiency)、

排出削減可能性(Emissionreductionpotential)、公平性(Equity)、排出削減率(Rateofemission

reductions)、実行可能性(Enforceability)、法的正当性(Legalauthority)、社会的許容(PublilC

acceptability)、技術的実施可能性(Technologicalfeasibility)の9項目をあげている。また、

大気質管理の構成項目として、風食による塵の防止、酸化燃料、建築・解体からの排出コ

ントロール等の62項目をあげ、その順位づけを行っている(Davosetal.1991a,1991b,1991c

&1993)。

Simpsonは、人間生態系フレームワーク(Humanecological丘amewoi
irk)を用いて、香港の

大気質管理を対象に分析し、排出削減が環境基準(きれいな空気)の定義よりも重要とし

ている(Simpson1988),

田森(1995)は、通産省工業技術院資源環境研究所における研究から、有害大気汚染物質対

策のフローの構成要素として、健康影響の評価、発生源等の調査、環境調査・測定方法の

開発、環境目標レベルの設定、排出抑制対策、モニタリング(一般環境の継続的監視、対

策効果の把握)の6項目をあげ、現在の環境モニタリングの抱える問題点を国際的な標準

化との関係などから指摘しているO

井村らは、東アジアにおける環境問題の雁行発展パターンを分析するフレームとして、

環境問題を駆動力(DrivingForce)、負荷(Pressure)、状態(State)、影響(Effect)、対応(Response)

の各因子としてとらえるDPSERモデルを提示している(井村.小林1999)。

2. 2環境管理システムの指標化

上述した先行研究の中で、 GEMSリポートは、途上国都市のアンケート調査を含む環境

モニタリング・システムの体系化を試みており、この分野における主要な到達点を示して
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いると考えられるo　以下では、このリポートをベースに、環境管理システムの指標化につ

いて検討するO

すでに述べたとおりGEMSリポートでは、環境管理システムの構成要素を「計測」、 「デー

タ検証」、 「排出源調査」、 「環境管理の実行」の4つの大項目に分類しているD指標化にあ

たっては、数多くのチェック項目をもうけ、それぞれの項目に該当する場合に0.5点～4点

を加算する積み上げ方式で、都市ごとの環境管理能力の点数化を行っているo点数は、 4つ

の大項目をそれぞれ25点満点とし、 4項目計で100点満点としているOまた例えば「計測」

大項目25点では、測定の実施に関わる項目が13点を占め、測定物質1つにつき「日デー

タの計測」、 「時間データの計測」、 「継続計測(5年以上)」、 「複数箇所での計測(3カ所以

上)」、 「道路端での計測」といったチェック項目に該当する場合には0.5点ずつ加算される

仕組みとなっている。表2に、全てのチェック項目とその配点を示した。

このようにGEMSリポートは、環境管理システムを構成する「計測」、 「データ検証」、 「排

出源調査」、 「環境管理の実行」という　4項目を同等なウェイトで評価している。しかし、

まず「計測」能力を高め、環境の現況を把握しないことには環境管理システムの構築はあ

りえず、項目間には一定の階層構造があると考えられるo　また、成長の初期段階は「計測」

が重要であり、さらに成長し環境劣化が進行すると「環境管理の実行」が重要になってく

るといった、社会の成長段階によっても項目間のウェイトづけが異なるであろうD　こうし

た点を次に検討する。

2. 3環境管理システムの構造

GEMSリポートでは、環境管理システムの指標化をふまえて、環境管理システム指標と

経済成長(1人当り実質GDP)との関係を分析している　GEMSの分析結果を図6に示し

た。図から明らかなように、経済成長とともに、 「計測」、 「排出源調査」、 「環境管理の実行」

という3項目のポイントは上昇するが、 「データ検証」項目は、ある点からは経済成長とは

無関係となる(UNEP&WHO1996)。 「データ検証」項目には、データの公開に関する事項が

含まれており、この部分が社会経済状態とは関係なく決まるためであると考えられる。

しかし、 GEMSリポートの経済成長と環境管理システムの4項目との関係は、`単純な直

線回帰による分析であり、結果の信頼性が不明である。図6の「データ検証」項目とppp.

GDPとの関係は、屈折しているとも、直線であるとも評価できそうであるO　そのため、筆

者らはGEMSリポートの4項目の指標を使った主成分分析を独自に行った。

図7に第1主成分、第2主成分の固有ベクトルを示した。 4項目のうち、 GEMSリポート

の分析では「データ検証」項目が他の3項目と異なる指標と分析されているが、われわれ

の主成分分析の結果からは、むしろ「排出振調査」項目が他の3項目とは異なった性質の

指標であるという結果が得られたOすなわち、 「計測」、 「データ検証」、 「環境管理の実行」

という3項目はお互いに相互規定関係にあるが、 「排出源調査」は相対的に独自な位置にあ

ると考えられる　GEMSリポートの「排出源調査」とは、表2に示したように、 「排出源ご

との推計」、 「汚染物質ごとの推計」、 「実測データによる推計データの正確さの検証」、 「推

計データの公開」という4サブ項目からなり、他の3項目に比べ、相対的に高度な技術的

水準が必要とされる。こうした技術的基盤の違いが、 「排出源調査」項目の独白な位置を決
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定していると考えられるD

以上の分析から、本研究で昼「計測」、 「データ検証」、傾境管理の実行」という3項目
は環境管理システムの基礎となる一連の要素であり、 「排出源調査」はそれらとは区別され

た高次の要素と定義する。したがって本研究は、もっとも狭義には環境管理システムとは

「計測」、 「データ検証」、 「環境管理の実行」という3項目から構成され、その中でも「計

測」を環境管理システムの能力を示す主要な指標と考える。環境の状態を把握することが

システム形成の大前提であり、正確な汚染状況の「計測」がなければ「データ検証」や「環

境管理の実行」は不可能であり、まして「排出源調査」も意味がないからであるD

次に、こうした「計測」能力の代理指標として大気汚染監視測定局の数を設定し、その

形成過程と社会経済状態および環境質との関連を、日本をリファレンス・ケースとして分

析する。

3.日本における大気環境管理システムと環境賞・社会経済状態

3. 1環境管理システムと常時監視測定局の整備

環境管理能力の形成過程を対象とした定量的計測が困難なのは、正確に分析するにたる

各国の時系列データが不足していることである。その結果、 GEMSリポートや多くの環境

クズネッツ曲線に関する研究は、異なる制度や状況の国々のクロス・カントリー・データ

を、一つの国のデータと仮定して分析を行っているため、必ずしも信頼度の高い結果が得

られていない。

しかし日本では、 1999年発行の環境庁大気常時監視研究会(監修) 「平成10年版・日本

の大気汚染状況:平成9年度全国常時監視測定局における測定値とその概要」より、日本

全国の大気汚染常時監視測定局の履歴に関するデータがCD-ROM化され、限られた範囲で

あるが定量的分析が可能となった。以下では、当該データと大気汚染に関する時系列デー

タなどを利用し、測定局数を環境管理システムの指標とし、社会経済状態および環境質と

の関係を分析するO環境管理システムにおける「計測」の重要性はすでに指摘したところ

であるが、 「計測」の中でも汚染状況の常時監視測定を行うステーション(局)の設置、観

測データの精度管理および測定機器の維持・管理はその中核に位置する。

図8に、大気汚染常時監視測定局(一般局)の局数の推移と測定局を持つ市町村数、複

数の測定局を持つ市町村数の時系列推移を示したOまた、図9に1967年時点での日本全土

における測定局の分布状況を示したO測定局数の推移をみると、 1963年以降整備が始まり、

1980年でほぼ整備が完了し、以降は横這いとなっている0 -方、複数の測定局を持う市町

村数は、総測定局数よりも約2年早く、 1978年以降横這いであるo以上から、都市レベル

の環境管理能力は、日本全体のマクロ数値でみる以上に、早期から形成されてきたと考え

られる。

また、 1963年以降、 1978年または1980年までの推移は、測定局数を実数ベースで扱う

と階段状に推移したと考えられるが、 logスケールでみた場合、直線的に推移したととるこ

とが出来る。どちらの見方が正しいかについては、以下の環境質との関係分析をふまえて

検討しなければならないO
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3.2モニタリングの整備と環境賞および社会経済状態との関係

日本のSOx濃度の長期データとしては、大都市部での測定値である長期測定14局(東京

都区部5局、横浜市4局、川崎市3局、四日市市1局、堺市1局)データを利用し、図10

に1960年代以降の濃度変化を示した　SOx濃度は、ピークである1967年からオイルショッ

クのあった1973年にかけて急速に下降しているO　それ以降は、 SOx濃度の下降は緩やかで

ある。また、都市ごとにデータをみた場合においても、横浜市と北九州市との間で、 SO荒

濃度の推移に2年のずれがあることが指摘されているが(藤倉1998)、測定局の整備にお

いて両都市の間に明確な違いはみられない(図11参照)0

環境質の改善に対する環境管理能力の効果を測定局数でみた場合、 1ステヤションの整備

の効果は、ステーション数が少ない段階ほど高いと考えられるo　このため、ステーション

数を対数でとり、環境質との関連をみたO　図12に、 SOx濃度とステーション数の時系列変

化を示したO　また、図13にSOx渡度と5都市のステーション数の時系列変化を示したD

図12より、日本全体の測定局数と14局年平均SOx濃度でみるとヾ実数値のSOk濃度ピー

クは1967年で、その時の測定局数は94、 10g値は1.973である。また、 2次回帰式のSOx

ピーク時の測定局数は71.4で、そのlog値は1.854であるD定常(成熟)状態に達したと考え

られる1996年の測定局数は1,730で、 log値は3.238である　SOxピーク時の測定局数log

値(1.973,1.854)を成熟期の測定局数log値(3.238)と比較すると、 logスケールで約6割

の整備状況(環境管理能力の形成水準)において、 SOx濃度は転換点を迎えている。

同様に図13より、 5都市の測定局数とSOx濃度の推移をみると、回帰式のSOxピーク

時の測定局数は19.4で、そのlog値は1.288であり、環境管理能力の成熟期と想定される

1997年の測定局数は75で、そのlog値は1.875である　Logスケールでみて約7割の整備

状況(環境管理能力の形成)で、大気汚染は転換点を迎えている。

さらに、図14にSOxに関する環境クズネッツ曲線を示したが、こうした転換点の1人当

りPPP-GDPは5,032ドルである。

以上の日本のSOxを対象とした時系列分析から得られた結果は、以下の2点である。

第1に、測定局整備を環境管理能力の形成指標とするとき、 logスケールで6割から7割

の整備により、環境質は転換点を迎えることが出来たo

第2に、転換点におけるSOx濃度は年平均約0.060ppmであり、1人当りPPP-GDPは5,032

ドルであった。

こうした日本を対象とした分析結果が、労働過剰経済と急速な都市化・工業化とアジア・

モンスーンを特徴とする東アジア・東南アジア途上国に対して示唆する点は次のよう龍な

ろうO

環境クズネッツ仮説と後発性の利益を前提とすると、所得・汚染曲線であれ測定局数・

汚染曲線であれ、原点方向-シフトすると考えられるO　そうすると、大陸大国型の中国を

除き、他の東アジア、東南アジア途上国においては数10程度の常時監視観測局を設置し、

維持管理していける能力が形成されれば、転換点を迎えることが可能であるといえるO

4.東アジア諸国における大気環境質モニタリングの整備過程
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以上の仮説にもとづき、 1999年8月から9月にかけタイ、マレーシア、シンガポール、

インドネシア、フィリピンの大気汚染モニタリング体制の調査を行った。以下では、東南

アジア各国の大気汚染モニタリング整備の歩みと現状を概観する。

表3に東南アジア諸国における大気汚染モニタリング・ステーション設置数の推移を示

したO大気汚染観測の技術的発展段階は大きく次の2つに分けられるO　まず、汚染物質を

定点でサンプリングし、それをラボに持ち帰り、手分析で数値を測定するという、手分析

段階がある。その後、自動計測機器が備え付けられると常時観測という段階になる。さら

に、手分析段階では自動サンプラーかそうでないかによって技術水準が異なり、自動観測

もテレメーター・システムを導入・活用しているかどうかにより技術水準が異なると考え

られる。

表4に各国の大気質環境基準を示した　SOx、 NOx、 CO、 03のように1時間値で環境基

準を設定している場合には、少なくとも1時間おきに計測データを収集・処理出来る体制

が必要である。そのためには、テレメーター・システムの整備が条件となるo

表3に戻り、各国の整備状況を分析する。シンガポールでは、 1970年代初めから手分析

に基づくモニタリング体制が整備され、 1994年には自動計測およびテレメータ・システム

に完全移行し、観測システムの整備は完了していると評価できる。

マレーシアでは、 1970年代後半から手分析に基づく観測網の全国的整備が行われてきた

が、 1992年から自動計測およびテレメータ・システムが導入され、 2000年には50ステー

ションの全国整備が完了する予定であるO

タイでは、 1970年代後半には手分析、 1980年代には自動計測機器が導入されたが、自動

計測およびテレメータ・システムの導入.整備が1992年から行われ、 1997年には全国に

54ステーションの整備が完了しているO　しかし実際には、財政難から観測データは1日に

1回回収されているだけで、テレメータ・システムは有効に活用されていないb

インドネシアでは、 1970年代後半から手分析の導入が行われ、 1990年代にはいると自動

計測機器を備えたステーションの整備がジャカルタ首都圏において行われてきた。今後数

年間で、こう,した自動計測ステーションの整備が、オーストリア、日本などの援助により

全国の主要都市で行われる予定になっている。しかし、テレメータ・システムの導入はま

だ将来の課題である。

フィリピンでは、シンガポールと並び1970年代初頭から手分析の導入・整備、 1970年代

半ばから自動計測機器の導入がマニラ首都圏で行われてきたが、機器の維持・管理が不十

分で長続きしていない。その後、 1990年代にもアジア開発銀行の援助などにより観測機器

が備え付けられたが、いずれも長続きしていないO現在、マニラ首都圏に10の自動観測ス

テーションがあるということであるが、管理・運用主体である環境天然資源省・環境管理

局・大気質管理係はわずか5人の職員(技術者)であり、維持・管理および精度管理が十

分に行われているかどうかは疑問である。また、観測データも1週間に1回、回収されて

いる状態である。いずれにしろ、フィリピンではマニラ首都圏のモニタリング体制の整備

が当面の課題であり、全国的観測網の整備は将来の課題である。

なお、参考として図15に各国の大気汚染対策史を整理して、示した。また、図16に筆

者らが行った環境クズネッツ曲線研究に基づく各国の転換点予測を示したO　この図から、
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シンガポールは1990年代初めにすでに転換点を過ぎており、マレーシアは1990年代半ば

に転換点を迎えており、タイは1990年代末から2000年代初め頃には転換点を迎えると予

測され、インドネシアはまだ先、フィリピンは異常値で予測できず、と言えるo　こうした

環境クズネッツ曲線に基づく転換点予測は、各国の大気汚染モニタリング体制の整備状況

と驚くほど二致している。さらに、表5に各国の大気環境質の状況を示した。

東南アジア諸国の場合には、日本と異なり、長らく手分析が続き、 1990年代に入り一気

に自動計測およびテレメータ・システムの導入がみられ、しかもその過程は経済成長およ

び環境質の状態と密接に関連し、転換点においてはほぼ全国的観測網の整備が完了してい

る点に特徴があるO
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図4　社会的環境管理システム

G E M S レポー ト

社 会 経 ′

環 境 管理 システム (制 度 .行 動 )

理 の成 果)

行政 (中央 .地方)、企業、市民 N G O s

(計測 .データ検証 .排出源調査 .管理の実行)

状 態 環境 質 (環 境 管

経済 (P P P -G D P ) 指標物質 (S O x ,N O x ,S P M , C O 2)

教育 .人 口 .地理条件 指標物質の計測単位

【絶対値(pp m -k g′人), 相対値 .弾性値1

環境 クズネ ッツ

(出所)筆者作成。
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図6　環境管理システムの各構成要素と経済成長の関係

総合指揮

蝣蝣^^*~*~**^

ヒ二三:
0　10　SO OO　ォ　印　d　70　BO　輪

fee?鞘KMトiiE

データ評価と有用なデータの作成

(出所) UNEP&WHO (1996),Air Quality Management andAssessment Capabilities in 20 Major Cities,

MARC (the Monitoring and Assessment Research Center, London)
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図9 1967年末の日本のステーション分布

I
1967 年末現在のステ- シ ∃ン分布

+ 1 カ所

* 2- 3 カ所

○ 4～6 カ所

◎ 7 カ所

(出所)環境庁大気常時監視研究会(1999), CD-ROM版平成9年度一般環境大気測定局測定結果報告ぎょうせい、
より作成。
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表1社会的環境管理システムの構成要素

サフttシステム 要素 基準 形成指標

主体

組織
組織の総合性

総合的に環境管理を行

なう行政組織の成立
組織発展水準 職員数 .予算

技

術

形

成

人材

組織内の研究者の教

育水準

組織内の環境管理 .環境

政策 .環境工学系の修士
卒研究者数

級.織内での訓練水準
研修システム、研修]lス

の開催数 .内容

ハ - ド

技術
ハード機材の充実度

環境計測機器等の設置

数

ソ フ ト

技術
管理運用の技術水準 メンテナンス状況

資本
砧究.分析に必要な資 モニタリングネットワ
材の供給能力 - クの整備状況

fflJJ

環境分野
管理する環境分野の

総合性
法制度の対象

環 境 管理 主 環境管理主体の多元
法制度上の各主体の権

刺 .義務に関する規定
体 悼 (規制主体 .規制対象 .

規制項目の具体化)

政策手段 政策手段の多様性

請.用.している政策手段

(直接規制 . 市場的手

法 NGOsの参画)

(出所)松岡・河内・白川(1998)
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第2章Environmental Protection and Sustainable Development In Shanghai

ChenLimin

1. Introduction

Sustainable development is a strategy reflecting a fresh perspective put forward by the mankind as

a result of summarizing its developmental process and reviewing its social-economic actions. The

essence of the sustainable development discloses a co-ordinated progress of population, economy,

society, resources and environment. China as a developing county should invariably adopts the

strategy of the sustainable development, which the Chinese government has ardently adhered itself

to Currently both "Sustainable Development and Invigorating China through Science and

TechnologyH are China's two state policies in the 2 1 st century.

Shanghai is China's largest industrial city. It has been maintaining the steady and speedy

momentum in its economic and social development since China adopted its reform and open-door

policy! It targets to develop itself by the year 2010 into an international economic, financial and

trading center, which lays the foundation of further transferring itself into an international economic

hub. During the Ninth Five-Year-Plan, Shanghai will steadily quicken its economic pace with an

annual growth rate of GDP as丘0m 100% to 12%. The overall economic畠rowth will keep

progressing for a decade starting from the year 2000. Meanwhile, Shanghai will also be facing up

with great pressure brought by the ever-increasing energy consumption and pollutants emission. The

population accruement has been negative together with a predominant problem of the aging

population, The general quality of citizens still awaits upgrading. The floating population also

imposes great pressure to the society. The unbalanced energy consumption structure dominated by

the coal has set off a chain of problems in transportation and the environment. Still worse,

Shanghai's water and air have been seriously polluted. Great gaps exist between Shanghai and other

world-renowned metropolitan cities m the environmental quality.

2. Shanghai Environment Status

2.1 Status of water quality

As a harbor and the outlet of the Yangtz River, Shanghai abounds m water resources. The years

average total volume approximates 60 billion cubic meters, and the per capita water occupancy

amounts to 5,200 square meters, almost doubling the nationwide per capita water occupancy. In the

pie of the total water volume, over 99% is surface water, with less than 1% of underground water. Of

the surface water, over 80% comes from the tides, 16.9% from the upper reaches of the Thai Lake,

only 3.1% from the local runoff. Besides, as tides and the streams from the Thai lake are from the

outside just passing through the Shanghai region, they could not be utilized unless in the forms of

auxiliary projects like reservoirs.

Though rich in water resov汀ces, Shanghai has extreme limited volume of water available and is

listed as one of the major cities lacking in water. The underlying reasons are the dwindling resources

available resulted丘0品the seriously polluted water for one and the relatively low utility rate brought

by the inadequate wateトsupply projects for another. And the former accounts for the core why
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Shanghai is short of water. According to the monitoring data, of the main river courses that could

supply water sources, two-thirds of them were contaminated in 1980; and m recent years water

bodies in over 80% river courses have been so degraded that they could no longer be utilized as the

standard drinkable water body. Worse still is for the river network around the downtown and suburb

areas. In 1992 the trunk stream of the Huang Pu River was black and filthy for 316 days, which is a

record high. As for the Suchoo Creek, a notoriously world-known dirty nver course, it represents the

worst case of the polluted water body in Shanghai. Therefore, the ever-deteriorating quality of water

leads to the 'downgraded utility value, and furthermore, the sharply decreasing amount of water

available.

On the o血er hand, the overly exploration of the underground water results in the subsidence of the

ground, which has been jeopardizing Shanghai's economic construction and people's everyday life. It

is indicated that in both 1995 and 1996 the ground subsidence broke through the warning line (10

millimeters). At present the ground level of Shanghai has commonly maintained bellowing the high

tide line of the Huang Pu River, which is 2 meters high. That imposes great pressure to the

flood-control work. Furthermore, the ground subsidence handicaps the underground drainage system,

which results in blocks of accumulated rainwater on the road especially after the heavy rain. It is

estimated that every I millimeter subsidence will bring with the direct economic losses amounting to

5 million yuan. For the indirect losses, it is beyond estimation.

2.2 Status of ambient air

In early seventies, a large-scale campaign against smoke and dust was carried out through

restructuring the stoves and purifying the smoke. Due to the historic reasons, factories and residence

were mixed together in downtown. The industrial waste gas constituted a staple pollution source.

Since 1980, the Shanghai Environmental Bureau has promoted the enterprises to adopt various

solutions in accordance with their specific conditions, such as localizing treatment, transferring

production, relocating (including relocating the residents outside the industrial area and vice verse),

and thereby basically completed the pollution problems involved more than 400 enterprises. Besides,

the Shanghai Environmental Bureau divided polluted areas, identified and respectively treated

pollution elements, and established in succession black-smoke-free zones and emission-controlled

zones that covered the whole city. The further deterioration of air pollution has thus been under

control.

With the economic development in Shanghai, the coal consumption has been increasing sharply. In

1987, the total coal consumption was less than 23 million tons, among which power plants

consumed over 5.16 million tons. The total coal consumption of 1994 increased by 36% than that of

1990. It is estimated that by 2000 the total coal consumption will have reached 48 million tons,

among which power plants will have utilized 28 million tons. The emission of sulfur dioxide was

390,600 tons in 1989, 415,000 tons in 1990, 479,200 tons in 1991, over 500,000 tons in 1992, and

will approximate over 620,000 tons in 2000. As a result of the booming industries in coal-generating

power plants, metallurgy, chemistry, construction, the total emission of su帆r dioxide indicates an

ascending trend.

The monitoring data shows that the trend of sulfur dioxide in the air has been declining after 1991.

Despite the annual increase of the emission of sulfur dioxide, its density in the air of the downtown

is in a reverse tendency. The possible reason could be the restructured urban industries conducted by

the Shanghai Municipality in recent years. Ten years before 1993, over 180 pollution-source
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enterprises had been moved outside the region circumscribed by the Zhong Shan Ring-road. In

addition, 150-odd enterprises were dealt with respectively by shutting down, stopping production,

merging with other plants or transferring their products. In 1994, 2 1 2 enterprises (some of them were

workshops) were relocated. The popularization of the comprehensive air-pollutant treatment

technology coupled with the readjustment of the industrial structure have therefore bettered the

regional environment. However, the urbanization widens the scope of the pollution of sulfur dioxide.

Consequently it leads to the intensified density of sulfur dioxide in suburbs where lower density was

formerly recorded.

Moreover, currently the number of motor vehicles and motorbikes has been ever-mcreasing. With

more and more sedans entering the households, it is estimated that by 2000 the ownership of cars in

Shanghai will have ranged from 800,000 to 1 million, doubling what the present ownership. All this

enlarged number of vehicles means the pollution areas that are currently confined at the main roads

will also extend about. There is a great likelihood that under specific meteorological circumstances,

it would occur photochemical smog. Therefore, it would be neglected the vehicle emission in the

future.

2.3 Garbage problem

In 1996 the daily garbage production in Shanghai is ll,500 tons with its increasing rate as of

7%-9%. Due to a shortage of designated places for disposing the large amount of garbage, it was

transported to the counties on outskirts, exposing to the open air. The excrement and urme produced

by the city was not included into the urban sewage treatment system. The environmental and

hygienic industry as a whole was poorly equipped in hardware, with outdated separated machines

and the low rate of automation. All this imposed great pressure in timely transferring, treating the

garbage and excrement, The low rate of innocuous treatment and the delayed transportation of i汀ban

garbage and stool greatly damaged the hygiene of the city, deteriorated the urban habitat. In the

forthcoming days one main target will be to dwindle the everyday garbage, recycle them and make

them harmless.

2.4 Noise pollution

Recent years have seen the fast-paced economic development that has..brought in the且ourishing

commerce, booming food and entertainment industry, together with ever-increasing number of

automobiles. This has subsequently resulted in the increasingly worsened noise pollution. It is quite

common that the noise at the construction sits dotted every comer of the city has been disturbing the

normal life of the residents living about. Still worse cases have occurred m the industrial areas and

along the arterial lines. With reference to statistics, noise pollution has become one of the negative

causal elements that influence the life and health of the Shanghai residents. Moreover, industrial

noise not only damages a man's hearing ability, but also induces insomnia, dizziness and other

neurasthenia diseases.

3. Discussion

To control the environmental pollution, improve the urban ecology, and realize the sustainable

development in economical and social construction, we propose:
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1. First of all, we should understand the environmental protection from a strategic point of view,

and establish an operative mechanism to coordinate the relationship between environment and

development. To set up a new development mode enabling a coordinated development between

society, economy and environment, we should adopt the strategy of the sustainable development.

Generally all factors, including social and economic progress, environment, population and

resources, should be under consideration, to balance them, to harmonize them, in order to reach

the goal of promoting the social economy while maintaining the ecological environment.

Neither shall we be blind by the shortsighted interest or partial interest, developing at the

expanse of deteriorating the ecology; nor we should tread on the astray alley of "first polluting,

then treating.

2. Strengthen legal system of the environmental law by perfecting its regulations and strictly

implementing them. We should establish an environmental law in order to ensure a coordinated

development to be under the aegis of the legal regulation. On one hand, we should further

perfect vanous measures of environmental protection. On the other hand, we should rigorously

cany out the established institution. During its implementation, it should be removed the social

canker of -disobeying the law; leniently implementing the law-'. We should also strengthen血e

monitoring system, emphasize the admonitory means of fining those who cause the pollution,

adopt the punishing measures of "letting whoever pollutes the environment shoulder the

responsibilities of treating it". Particular attentions should be paid to prevent the irresponsible

and wrongful actions of those who merely mind the economic profits regardless of a qualified

environment.

3. Fully play the role of the mass media and educational institutions in awakening the

environmental conscience of the whole nation. The intimate relationship between environmental

protection, social and economic development and the survival of the human beings should not

only be borne in the minds of those superiorities of various rankings, but also be strongly aware

of by every citizen. The citizens should be cultivated through various means a moral sense of

environmental protection and a consciousness of participating in environmental protection. They

are especially encouraged to voluntarily resist the costly and wrongful deeds of contaminating

血e environment. It is only when each one of us participates in environment protection that the

environmental cause could achieve the twice result with half the effort, the human habitat could

become cleaner, more beautiful and comfortable, and the human beings and Nature could

harmonize with each other.

4. Put in more to the environmental cause, seize upon the core problem, and take the initiative to

treat pollution. As an old saymg goes, it takes more than one cold day for the river to freeze

deep. To resolve the troublesome environmental problem that had been brewing for years, it is

quite a job, especially when the existent situation is still worsening. Without determination,

without proportional input, such as financial support, manpower, and material supply, it is

impossible to control the situation. Key projects already identified in treating Shanghai's

environmental problems as well as in its urban construction are as follows: Water resources and

its environmental protection; amelioration of the air quality, lessening the noise pollution,

disposition of the solid waste, further readjusting the urban planning, and green project.
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5. Actively ca汀y out domestic and international collaborations; rely on the advancement of science

and technology. Environmental protection is an issue of common concern without the boundary

of specific interest groups, regions or countries. It should be fully utilizing the funds and

information provided through the internationally multilateral or bilateral conventions. More

emphasis should be paid to the urgent issues such as water body pollution, air pollution,

especially on the technology of coal-utilization. All this is not only of great significance to

China in treating environmental pollution, but also will contribute a great deal to the whole

world in controlling acid rain and dust pollution problems.

The core of the environmental strategy of China in the 21st cen叫is to shift from the
externalization of the environment to the internahzation of the environment. Environmental

protection constitutes a main part of developing itself. From now on till the beginmng of the next

century, the pressure imposed to the environment would have mainly come from the industrial and

agricultural development and urbanization. The key to these problems lies in the co-ordination

between industrial policy and environmental policy, and the adoption of scientific, proper managerial

methods and technology.
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第3章Structure and Priorities of China's Environmental Policy

Xia Guang

1. Introduction

One obvious change recent years in the field of environmental protection was to turn the angle

of view of environmental measures to a profound background, to find the reasons and

countermeasures at a deeper level-　づconomic development strategy, macro policy arrangement

and action incentive structure. This change has been reflected as the continuous adjustment and

transformation of environmental policies. The environmental policy can be understood as the sum

total of the environmental protection countermeasures within a certain range, and the

comprehensive reform required by new development strategy, thereupon, will manifest as the

reform and development in the field of environmental protection.

2. Structure of China's Environmental Policy

The environmental policies are all counter甲easures and actions taken by state for the p叫x>se of

protecting the environment, including the concrete forms as laws and regulations, administrative

instructions, propaganda and call on, and social supervisions, etc.. So far China has developed a

fairly complete system 、of environmental policy, which involves several bodies in society and

shows diversity of policy instruments.

China's environmental policy contains environmental pollution controlling and the ecological

environmental conservation, and here, due to limited space, only the former is to be introduced.

Environmental pollution control is the main body of China's environmental policy and it can be

鮎rther classified as two parts: controlling policies and guiding policies. The control policies

indicate those environmental policies that have enforced restraints (or very strong requirements)

implemented by the state for whole society, for example, those environmental management

systems and related administrative decrees, etc., while the guiding policies present the

propositions and encouragement made by the state for the voluntary environmental protection

actions in society, for instance, the green labeling, public participation, etc-1

2.1 Controlling Policies

The targets of the controlling policies are those who directly cause the environmental pollution

or damages, including firms, social organization, individuals and others, and among them the

firms are main. In China, most of controlling policies have got the formal positions as legal

institutions through environmental legislation, and the others, for instance, the decrees on meeting

the regional emission standards or closing certain seriously polluted firms within a limited term,

are implemented in the form of governmental forces. Following are some specific forms of the

controlling policies, mainly the environmental management systems( Zhang, 1998; Wang, 1998).

2.1.1 System of Environmenta一 Impact Assessment

According to the Environmental Protection Law and other regulations, the construction projects

that may impact the environment must go through the formalities of the system of environmental

impact assessment, including the assessment on emission effect, the technique measures to be

taken, the cost-benefit analysis for the environmental investment, etc.

2.1.2 "Three Simultaneous" Management

To classified the environmental policy as "controlling" and "guiding policies here is for the

need of illustration in this paper, not meaning that there really is a formal classification like

this in China's environmental policy.
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In China the environmental laws set that the environmental protection facilities m a

construction project must be designed, constructed and used along with the subject body

ヲimultaneously ("Three Simultaneous"). This system is to ensure the environmental control

investment from being vacant, and to promote the standard-met emission after the project is to be

used.

2.1.3 Po仙tion Charge System

The pollution charge is an economic incentive policy set up early and has been implemented for

long term in China. It forces the objects whose emissions exceed relevant standards to pay to an

certain extent without excusing the duty to abate the pollution.

2.1.4 System of Abating Po仙tion within a Definite Time

This system is that the government issues orders for those heavily polluted sources or region to

do their jobs in controlling the emission under certain environmental standards before a deadline.

The system aims at single pollution source and broad region as well.

2.1.5 System of Total Emission Control

This system is to set up the total amount goal of pollutant emissions and corresponding abating

plan within a specific region to avoid the worse result in the environmental quality.

2.1.6 System of Emission Permits

China's environmental laws requires the enterprises or any other bodies who need to emit

pollutants into the environment to report in advance their emission results to the environmental

sectors, and make an application for ah emission permit which would be issued from the sectors

according the local total containing ability of environment.

2.1.7 System on Environmental Protection Planning and Program

The environmental protection laws set that the environmental protection plan and long term

program must be integrated into the National Plan for Economic and Social Development.

Meanwhile the environmental program and total emission control plan in priority areas must be

made and implemented.

2.1.8 System of Environmental Protection Target Responsibility

This system is to set the goals and targets in terms of environmental protection for the leaders or

heads at all levels for their duration of being in office by means of signing a responsibility form,

and the performances results of it may be looked upon as the indicators for then- working

achievements.

2.1.9 "Close, Stop, Merge and Re-Engineering the Enterprises

To close, stop, merge and re-engineering the enterprises by the need of protecting environment

are mainly in two criteria: pollution situation and the scale of enterprises. By both, when the

ente叩rises are seriously polluted or are in rather small scale for some special industrial sectors

(like paper-making, etc.), th弓y will be ordered by the governments to be canceled.

2.2 Guiding Policies

China's environmental policy quite encourages the voluntary actions for environmental

protection of whole society, so there are a lot of contents of guide, incentive and education in

environmental policy framework, and these policies, through coordination with the controlling

-37-



policies, lead the whole environmental policy have multi-points for implementation. The essential

of the guiding policies is to initiate and utilize the ideological or moral resources in people s mind

to enhance the possibility of implementing the environmental policy, so, a mutual supporting

relationship between the controlling and guiding policies creates: on one hand the controlling

policies would meet a huge "frictional force or ever not fully become true m their

implementation process without guiding policies, and on the other hand, if the controlling policies

are absent the guiding ones would weaken to produce essential results.

2.2.1 Environmental Claims in Enterprises Technological Renovation

The state gives the requirements and directions to enterprises in terms of environmental

protection for their technological renovations, asking them to reduce the pollutants emissions

when the renovation is done. There usually are two ways to do so: updating technologies and

recycling wastes,

2.2.2 Cleaner Production

Cleaner production gets much attention in China environmental policy recent years. It includes

cleaner production auditing, pilot engineering, clean technologies, etc..

2.2.3 Environmental Labeling and ISO14000 Authentication

In order to guide enterprises to produce environmentally sound products and also enhance the

inner environmental management, the state began to promote the environmental labeling and

ISO14000 authentication systems in middle of 1990s. Those enterprises that can meet the two

standards may obtain special certifications that may be helpful for their competition.

2.2.4 Waste Recychng

China set up the encouraging policies for waste recycling early and provided favorable

preferences for taxation and so on. This policy is now updating.

2.2.5 Public Participation

The state encourages the social voluntary actions. Environmental Protection law sets Each

organization and individual has the obligation to protect the environment, and also has right to

report and accuse those who pollute and wreck the environment". For helping the public

participation, the Environmental Status Report and the Weekly Air Quality Report have been
issued periodically.

3. The Effectiveness and Difficulty of China's Environmental F⊃olicy

To evaluate the effectiveness of China's environmental policy is the prerequisite of reform for it.

The criteria for evaluation should be alone: the real environmental quality. Taking this criteria

the overall assessment for China's environmental policy may be as follows: China's environmental

policy has gained great achievements and been basically successful, but in the meantime, it

remained certain structural defects and faced quite big difficulties.

The achievements China's environmental policy obtained during past longer than 20 years in

terms of pollution control and ecological conservation have been remarkable. Firstly, the

increasing speed of environmental pollution has somehow been slowed down. China s economy

increased by an average of 9%- 10% these recent more than 10 years. According to the historic

experiences happened in some developed nations, it is common thought that so high economic

growth speed must cause a very rapid deterioration in environmental quality, but China in reality

basically avoided this trend. In recent 10 years the total industrial output value increased fast while

the total pollutants emission increased slowly. Secondly, the investment for pollution control

increased year by year from the 2.5 billion Chinese RMB Yuan in 1981 to 40.8 billion in 1996,

with the investment rate with GNP in about 0.5%-0.8%(Institute for Management of China
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Academy of Environmental Sciences, 1998). Thirdly, the pollution abatements in some priority

areas and partial regions gained obvious progress. In Huai River basm the number of closed and

stopped enterprises reached up to more than 5700 with the decrease of pollution burden on the

basin by 40%. Additionally, the environmental quality in some cities has been to certain extent

improved. Fourthly, the basic power of environmental protection, including management,

monitoring, scientific research, education and so on, has been nearly 10 thousand people(SEPA,

1998). Totally, China's environmental policy has gained a remarkable effectiveness and the

environmental situation would be much more serious without this policy.

Meanwhile, however, the difficulties China s environmental policy faced should also be paid

much attention. The key issue is that the environmental quality in China has never got a deserved

improvement so far. Since 19980s many official formal assessment about China's environmental

situation have been somehow low. The usual overall evaluation expresses are partially improved

while overall getting worse"(1988), "the city-centralized environmental pollution is getting

strengthened and also broadened onto rural areas, and the scope of ecological wreck is expanding

and the degree is aggravating" (1996), "there is still no change for the conditions of environmental

pollution and ecological wreck in rather much regions, and some of them are even

strengthenedフ'(1998). It is seen proceeded along the historic line that China's environmental status

has for a long term been inclined to the side of seriousness, even quite serious, basically keeping

in control but not effective control. This case implicates that the effectiveness of environmental

policies has always been offset by the newly-produced environmental pressures, and the

environmental policies have just maintained the environmental status from sharp decline, that is:

they have not had the ability to radically change the serious state of environment. This evaluation

for China's environmental state and policy raises a fundamental question: is it the time to carry out

a structural change for China's environmental policy?

As for the specific forms, the difficulties China's environmental policy faced are mainly shown

on two aspects: first, the economic development decision-making process has still separated to

some extent from the requirement of environmental protection. Although the significant

decision-making at national level has given more comprehensive consideration to environmental

impacts and countermeasures, the economic decision-making ways that ignore the environmental

factors, however, have still occupied a considerable position at regional and enterprise level,

which brought about a heavy pressure on the environment (for example, the very serious pollution

taken place in basin of Huai River, Tai Lake and Chao Lake, etc.). In the orienting principles

China's environmental policy pays much attention to prevention and elimination of environmental

problems from the original source, but there is a further need to explore the specific ways to

accomplish the principles. In total to improve the economic decision-making system is a

breakthrough point of China's environmental policy. Second, one realistic difficulty faced by

China's environmental policy is lack of sufficient resources to make effective supervision and

restrictions against environmentally-harmful actions. Implementing environmental policies needs

costs,云nd such costs are even quite high. These costs mainly include those expenditures taken

place in all aspects of environmental management, such as establishing organizations, adding stuff

members, purchasing facilities, monitoring, bargaining with enterprises, legal litigation- ・・・

endless. In China, most of these costs are falling down on the governmental environmental

protection sectors at various levels who put most environmental policies into effect. Due to the

very limited scale and budget of these sectors, especially the limited number of people who

directly carry out environmental management, the power of environmental sectors are not able to

meet the demand of management against a number of enterprises and other bodies who violate

environmental laws, so that the environmental policies are not gotten a full implementation. This

case is called "slack implementation" in China and becomes more prominent along with the

development of market economy while the number of market bodies increases very quickly(Xia,

1993),

The difficulties China's environmental policy faced may also involve in other factors like

investment and technology, etc.. However, they, by their nature, are too a policy issue. Exactly to

say, they are an economic decision一making issue at the macro level and an environmental

supervision issue at micro level, therefore, the change of China s environmental policy may start

from the points of economic decision-making and the environmental supervision.

4. Priorities in Environmental Investments
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Environmental investment refers to all investments in both pollution control and natural

conservation, including governmental investment, commercial investment, non-governmental

investment and foreign investment, etc. Rather than limited to governmental direct fiscal

investment. The priorities of governmental investment in environmental protection are priorities

set by the government for the investment in environmental protection, in which various funding

sources are guided or stimulated by governmental policies to invest.

Priority setting of investments in environmental protection, strictly speaking, shall be drafted

and proposed by corresponding governmental departments aRer integrated analysis. In reality,

however, this work is under carrying out now. China is preparing the Tenth Five-year Plan

(2001-2005) of National Economic and Social Development, in which the investment plan of

environmental protection is one of major concerns. In this paper, the priorities of investment in

environmental protection are recommended based on a few important documents issued by the

China Government and on several interviews with relevant o丘Icials.

4.1 Investment Priorities in Two Major Fields

Based on preliminary analysis of the National Program for Environmental Protection

1998-2002 (NPRP) and China Trans-century Green Project Plan (Phase I) which was jointly

issued by National Environmental Protection Agency, the State Planning Committee and the State

Economic and Trade Committee, the investment priorities m each field can be determined.

4.1.1 National Program for Environmental Protection 1998-2002 (NPRP)

The NPEP proposed national objectives of environmental protection as follows: a) Establish

and improve environmental policies, laws, standards and management systems; b) By the end of

this century, the accelerating trend of environmental pollution and ecological deterioration shall be

basically controlled on the whole; the environmental quality in some of the cities and regions shall

be improved; numbers of environmental protection model cities shall be constructed; ecological

degradation caused by human activities shall be alleviated and a few of major ecological

demonstration regions and natural reserves shall be constructed.

Concrete targets include: a) By 2000, the total emissions of major pollutants in every province,

autonomous region and municipality directly under the Central Government shall be controlled

within the total emission amounts stipulated by the State; b) Pollutants discharged丘om all

industrial pollution sources throughout the country must comply with national/local discharge

standards; c) The ambient air quality and grand water quality of the ㌻umcipahties directly under
the Central Government, capitals of each province, municipalities in special economic zones,

opening-up coastal cities and major cities for tourism must meet corresponding national standards

provided for different functional regions; d) Waters in the Huai River and the Tai Lake shall turn

clear and the grand water quality of the Hai River, the Liao River, the Dianchi Lake and the Chao

Lake shall be improved significantly.

The objectives for 2002 include: The environmental quality of major catchments, regions, sea

waters and municipalities shall be improved further; the management mechanisms for ecological

conservation shall be established on the whole; ecological conservation of the sources of major

rivers and environmental protection in the rural areas shall be highlighted; and the ecological

system in some regions shall be in a soundly recycling state.

Seven measures are proposed in the NPEP, including:

Improving the environmental quality at the economic and social decision-making level;

Highlighting both pollution prevention and control and ecological conservation;

Implementing the Total Amount Control Plan and the China Trans-century Green Project

Plan;

reforming the mechanisms for integration of environment and economy at the macro

decision-making level ;

Strengthening the capacity building;

Promoting international cooperation and exchange;′and

Strengthening fundamental work and institutional capacity building of environmental

protection.

-40-



4.1.2 Trans-century Green Project Plan

The timeline of the China Trans-century Green Project Plan is fifteen years. Phase I is from

1996 to 2000 and Phase II and Phase III covers the period from 2001 to 2010. Most funds for

engineering projects will be raised by local governments and enterprises, supported the State

Government for the introduction of王breign investments. Phase I include 1 591 projects requiring a

total investment 188.8 billion yuan. Starting at the end of 1997, 704 projects were completed with

investment 74.4 billion yuan. The projects in Phase I can be classified as follows.

Table l T rans-centuries G reen Projects P rogram ) Phase ) Projects C assification

C ontentsto C ontrol N um b串r 0f

Projects

N ote

1.W aterPollution C ontrolin 7 B asins 650 W ater pollution

prevention and
treatm ent

projects(total801)

A m 0喝 w hich‥H uaiR iver B asm 282

L iao River B asin 30

H aiR iverB asin 56

Songhuajiang B asin 44

Y ellow RiverB asm 69

Zhujiang m verB asin 36

Y angtse R iverB asin 133

2.3 LakesW aterPollution C ontrol 35

A m ong w hich:D ianchiLake 13

Chao L ake 7

TaiLake 15

3.Priority C oastline C ities W ater Pollution C ontrol 99

4.O ther C itiesW ater Pollution C ontrol 17 A ir pollution

prevention and
treatm ent

projects(total328)

5.Priority C ontrolR egions forA cid R ain 109

A m ong w hich‥E astern China area 9

M iddle C hina area 36

Southern C hina area 28

W estern-south C hina 36

6.A ir Pollution Controlin Priority C ities 2 19

7.Solid W aste Pollution C ontrol 272

A m ong w hich:Industri alsolid w aste 118

H azardousand radioactive pollution 85

U rban dom estic garbage disposal 69

8.E cologicalE nvironm entalC onservation 118

A m ong w hich:E cologicalenvironm entalR ecovery and 54

protection
R∬alecologicalconservation 37

N aturalreservesconstruction 27

9.A ctionsR elated to G lobalE nvironm entalIssues 69

A m ong w hich‥G H G control 14

O zone layerprotection 27

B iodiversity protection 27

10. C apacity B uilding for N ational E nvironm ental 3

Supervision and m anagem ent

Tota 1591

Source: NEPA, State Planing Committee, State Economic and Trade Committee,

1996.Transcenturies Green Projects Program( Phase I, 1996-2000). Beijing: China Environmental

Sciences Press.

The expected benefits from the implementation of the China Trans-century Green Project Plan
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is shown in Table 2,

Table2 Ex ected Benefits of China Trans-centu Green Phase

basins: 1 8 million tons/day;

2. expanded capacity of sewage treatment for three major lakes: 1.04 million/day;

3. expanded capacity of sewage treatment for major cities: 1.04 million/day;

4. expanded capacity of flue gas desulfurization for 9.3 million kw electric power installed

capacity; 24 million tons annual capacity of coal-washing; city gas capacity 1.4 billion m3/day;

central heating capacity 240 million m2; reforming boilers with total capacity of 13,000 steam

tons and installing dust entrapping facilities; annual reduction of SO2 1.8 million tons; annual

reduction of flue dust 1.5 million tons; expanded capacity of domestic solid waste disposal 16

million tons; 40 million tons of capacity for industrial solid waste integrated utilization and

disposal;

5. construction 100 ecological demonstration counties (cities) and expanding the ecological

demonstration regions to a territory of 1 5 million ha;

6.expanding natural reserves covering 200 million ha; planting trees covering 333,000 ha;

controlling soil erosion covering a territory of 173,000ha; soil and forest recovery covering 73,000

capacity of sewage treatment for seven major river1. expanded

According to the above two important documents, at the turn to the next century, the China

Government has given the investment priorities to water pollution control of major river basins,

air pollution control of major zones and domestic solid waste disposal for pollution control and to

the recovery and conservation of ecosystem, ecological conservation of rural areas and natural

reserve construction for the protection of ecosystem. Among them, the air and water pollution will

be dealt with mainly through "urban basic infrastructure construction " (such as centralized

wastewater treatment plants and district heating) instead of pollution control at industrial

enterprises. Meanwhile, actions taken for global environmental protection and capacity building of

environmental inspection and management are also given high priority.

4.2 Sector Investment Priorities

The sector structure can be categorized as several major sectors including industry, agriculture,

transportation and construction, etc. The industry can then be classified further as different sectors

including coal, oil and natural gas, electricity, metallurgy, non-ferrous metal, building materials,

chemical industry, petrol-chemical industry, light industry, textile, pharmacy and food processing,

etc.

Among the contributors to environmental pollution, the secondary industry(including mining

industry, manufacturing industry and construction industry, etc.) is considered the most polluting

industry as consequences of low technology, out-of-date equipment and inefficient environmental

management. Therefore, the secondary industry will be the investment priority in the future

twenty to thirty years, only differing by the ways of investment during different time periods.

Since the major reasons for industrial pollution are caused by low quality of the industrial system,

investment in industrial environmental protection from a long-term perspective shall be directed to

large-scale industrial reform.

Meanwhile, the urgency of mobile source pollution in urban areas in recent years has been more

significant. In such municipality as Beijing, mobile source pollution has become the priority of

pollution control. Successive measures were taken and some were very strict. Serious mobile

source pollution is the consequences of inappropriate urban development particularly high density

of population, buildings and vehicles in a limited space and inadequate urban infrastructure・

Therefore, the position of mobile source pollution control in the investment priority setting has

risen. More funds will be invested in large-scale construction of infrastructure and vehicle

transformation.

Both forest sector and agriculture sector enjoy priority in the ecological conservation. The most

sever flooding happened last year, which shook the nation and aroused the environmental

awareness among the decision-makers and the whole society, make ecological conservation a

unprecedented high priority. Decisions made on the recovery of forest such as the "Ban on the
Extraction of Natural Forest "implemented after the flooding, implicate that the Government will
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guide more investments in tree-planting and soil conservation. This was reflected in the uses of the

state debt 200 billion Yuan issued additionally I the second half of 1998. The National Program

for Ecological Construction promulgated by the State Council in the end of 1998 proposed that the

general objective of ecological conservation was to significantly improve the ecosystems in most

regions in the coming 50 years.

With regard to pollution control, an action plan for the so-called '33211 Projects'was proposed,
which demarcated three major river basins, three major lakes, two control zones for SO2 reduction

and acid rain control, Beijing Municipality and Bohai Sea as special zones for short-term

implementation of pollution control measures. The enforcement of regulations and laws in these

special zones will be more strictly and resolutely than in other area- A large number of enterprises

shall be cut-down, the investment in pollution prevention and control will be increased, and time

limit will be tighter to significantly and rapidly improve the state of environmental deterioration in

血ese special zones. Most of these special zones are situated in economically developed regions.

The "33211 Projects" implicates to a certain extent that a large scale of economic structural

adjustment and product structural adjustment will occur in these special zones.

4.3 Regional Investment Priorities

The regional investment priorities of environmental protection mainly re上lect the centra]

government's judgement and attitude towards the urgent and important degree of environmental

protection in regions. These years China government has set up some regional classifications

respectively to ecological conservation and pollution control, and see them as the priority of the

environmental protection work.

As for ecological protection, the classification is on three aspects:

Special ecological function regions

Priority regions for resource utilization

Ecological developed regions in good conditions

As丘>r pollution control, priority regions are set up within a special program titled "33211

Project", in which the "3321 1" indicate云as follows:

-　"3 Rivers"　Huai River, Liao River, Hai River

-　"3 Lakes"　Tai Lake, Dianchi Lake, Chao Lake

-　"2 Regions"　SO2 Control Region, Acid Rain Control Region

" 1 City"　Beijing City

"1 Sea"　　Bohai Sea

It is told that in the coming "Tenth Five-Years(2001-2005) Plan , the Yellow River Basin,

Yangz River Basin and Songhuajiang River Basm will also be listed as priority regions.

All these regions are environmental investment priority ones, and in the realistic

implementation process the investment will be decided according to the mature degree of project

preparations, that is, whoever invest who has already made the plan and got approval. Obviously,

for the "332 1 1" are mainly located in the eastern part of China, therefore the investment priorities

of pollution control are mainly in the eastern part.

To sum up, the regional priorities for environmental investment are: the special ecological

function regions in middle and western parts of China, and the special regions like　33211

Projects regions in eastern part.

4.4 Priority Needs for International Assistance

As shown above, the priority sectors for environmental investment are industry, transportation

and forestry. In each of them, many aspects need international assistance. Specifically, there are

three aspects as following: (1) Remolding existing economic system in large-scale; (2) Enhancing

the e翫ctiveness of implementing environmental legislation by high degree; (3) Carrying out
large-scale environmental abatement and construction.

4.4.1 Remolding existing economic system in large-scale

Technological Renovation for old enterprises

Remolding the energy system that takes coal as main source
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Improving economic decision-making process

4.4.2 Enhancing the effectiveness of implementing environmental legislation by high

degree

Increasing the role of judiciary departments in implementing environmental legislation

Awarding more environmental rights to social organization and public individuals

Strengthening the capability of environmental organizations at various levels on

decision-making and management

4.4.3 Carrylng out 一arge-scale environmenta一 abatement and construction

Strengthening the economic capacity of central governmental to control regional

environmental issues

Increasing in large-scale investment on urban environmental lnfrastructi汀eS

Comprehensive treatment on regional environmental pollution

Large-scale ecological environmental constructions

There is an increasing concern about the 10 five-year plan for environmental protection of

China, in which the clear environmental investment priorities will be put forward. At present, this

plan is just under preparation and a corresponding leadership group and a working group is

already set up. According to the schedule of producing it, the major framework will be decided in

September this year and the first dra氏will produced by the end of the year. Furthermore, upon a

broad solicitation over sectors and local levels, the final draft will be submitted to the State

Council for approval by the end of next May and will be expected to be丘nally approved by the

end of Year 2000.
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第4章中国のSOx" COc排出構造と環境対策

1.はじめに

松本礼史・松岡俊二

急速な経済成長を続ける中国は、その規模からしてもSOx、C02等の大量発生国家である0

本研究は、中国のSOx、 C02の排出構造と産業構造の関係を産業連関表を用いて分析し、環

境政策の評価を行うものであるO分析は、 1985年と1990年を対象とし、環境政策について

は、電力産業のエネルギー効率の改善と脱硫装置の設置政策を対象とした。

2.中国のSOx、 C02の排出構造の特徴

まずはじめに、先行研究(通産省ほか1995)によって、中国のCO2、 SOxの排出構造の特

徴を明らかにするO　図1には、日本と中国のCO2発生量とSOxの排出量の部門別構成比を

示している　c02の発生量は、日本が年間986,034(千t)に対して中国は2,376,048(千t)であ

り、総発生量は、中国は日本のおよそ2_4倍となる。日本、中国ともに、発生したC02の回

収等の対策はとられていないので、この発生量がそのまま排出量となるD

発生量の部門別割合では、日本、中国ともに電力産業から発生が全体の約4分の1とな

っているo　その他の部門別の発生量割合については、各国の産業構造の違いを念頭におい

て考察しなければならないが、モータリゼーションの進展した日本では、輸送部門の排出

量割合が8%と高く(中国は5%)、最終需要部門では、この部門-の石炭の投入の多い中国が

15%(日本は9%)と高くなっている。

一方、 soxに関しては、発生後に脱硫装置等によって回収・除去されることから、除去

後の大気中-の排出量で比較する　SOxの排出量はこ　日本が年間l,153,105(t)に対して中国

は20,314,725(t)であり、総排出量は、中国は日本のおよそ17.6倍となり、その格差はC02

の場合と比較してかなり大きくなる。

排出量の部門別割合では、中国では、電力産業からの排出が32%と大きな割合を占めて

いる。また、日本ではほとんど見られない最終需要部門からの排出も18%と比較的大きな

割合となっているO　日本では、電力産業16%のほか、鉄鋼産業の12%、輸送部門の24%が

大きな割合を占めている部門であるD

3. SOx、 C02の排出からみた中国の産業構造の変化

次に、中国の1985年から1990年にかけての産業構造の変化を、 CO2、 SOxの排出と関連

づけて分析する　CO,、 SOx等の大気汚染物質の排出は、 (1)燃料中のC分、 S分の含有量、
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(2)燃料の重量あたり発熱量、 (3)燃料の発熱量の利用効率、 (4)発生後の汚染物質の除去率に

よって決定される(1)および(2)は、燃料の種類および燃料の質についての指標であり、 (3)

は、投入燃料あたりの生産量(顔)として計測される(4)は、 SOxについての指標であり、脱

硫装置の設置・運転状況である。ここでは、 (3)の燃料の利用効率について検討する。表1

には、中国全体の1人あたりGDPとエネルギー消費量あたりGDP、 1人あたりエネルギー

消費量の関係を示している　GDPの単位の取り方によって、エネルギー効率の変化の方向

は異なるが、 1人あたりGDPの成長率と比較して、エネルギーあたりGDPの成長率は小さ

い。このことから、中国の経済成長は、エネルギー投入量の増大によって支えられており、

エネルギー効率の改善による成長-の寄与は小さいことが示唆される。図2では、中国の

最終エネルギー需要のうち約7割(カロリーベース)を占める石炭の産業部門ごとの投入係数

の変化を示している。大部分の産業部門において石炭の投入係数は低下する傾向にあるが、

他の産業部門に比べて著しく石炭の投入係数の高い電力部門の投入係数が大きく、上昇し

ているのが特徴的である。

4.電力産業の環境対策の他産業への波及効果

続いて、中国のCO2発生量の25%、 SOx排出量の32%を占める電力産業を対象に、各種

の環境対策を施した場合の他産業べの波及効果について検討するO大気汚染対策の方法と

しては、 (1)燃料種や燃料質の転換、 (2)エネルギー効率の改善、 (3)発生した汚染物質の除去

という3つの方法が考えられるが、エネルギー自給率が高い中国の場合、燃料種や燃料質

を安易に転換できる構造ではないO　ここでは、エネルギー効率の改善と汚染物質の除去対

策を対象に環境対策の他産業部門-の波及効果について検討する。

中国の電力産業のエネルギー効率は、 1990年時点において、日本の石炭火力発電所のエ

ネルギー効率が、 4.89MWWtoeであるのに対し、中国は3.63MWh/toeと日本の約74%であ

る(Matsuoka 1997)。このエネルギー効率の悪さが日本なみに改善された場合、電力産業-投

入される石炭等の需要が減少し、石炭部門等の川上方向-波及する。この波及効果を(1)式

の産業連関モデルによって、投入係数行列を変化させて計測する。

X-[I-(I一両KFRi-mK+e　　　　　　　　(i)

Ⅹ:生産量、 I:単位行列、 M:輸入係数、 A:投入係数、 FD:最終需要、 E:輸出

図3に、エネルギー効率改善後の産業部門ごとの生産額の変化を示す。また産業部門ご

との生産額あたりのCO2発生量、 SOx排出量が変化しないものとして、通産省ほか(1995)

の原単位を用いて計算すると、中国全体のCO2発生量は2,376(百万t)から2,212(百万t)に、

sox排出量は20,314(千t)から18,523(千t)に減少するo
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一方、石炭火力発電プラントにおいて、脱硫装置を設置することは、発電コストの上昇

をもたらし、その上昇率は日本の場合で、約32%と試算されている(本藤・内山1993)。この

コスト上昇を電力産業の付加価値部門に上乗せすると、電力料金の上昇を通じて川下方向

-波及する。この波及効果は(1)式をベースに、

Ap - |[l-A)-IfAv

Ap :価格変化、 AY:付加価値率変化

(2)

として計測するD　電力産業のコスト上昇を32%上昇させたときの、他産業部門-の価格波

及を図4に示したO

5.おわりに

以上、中国の電力産業の環境対策を対象に、エネルギー効率の改善の川上方向-の波及

効果と脱硫装置の設置による川下方向-の価格波及について検討してきた。本モデルは、

産業連関モデルの制約から、内生部門を対象とした影響評価であり、最終需要部門から発

生するCO2、 SOxについては分析の対象となっていないO最終需要部門におけるCO2発生

量、 SOx排出量は、中国全体のそれぞれ15%、 18%を占め、決して無視できる割合ではない。

最終需要部門を対象とした環境対策についても合わせて検討することが課題であるo
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図1中国と日本のCO2発生量とSOx排出量

[中国(1987年)]

co2発生量

SOx排出量 1 7.6:1

(汰) SOx排出量は、脱硫装置等による除去後の梯也量である.
(出所)通商産業省ほか(1995),日中弗通分杜:エネルギー消費・大気汚染分析用産業連関表【改訂版】

表1中国のエネルギー・経済指標の成長率

各 指 標 の 年 平 均 成 長 率 (19 8 5年 - 1 9 90年 )

G D P につ いて の計 測 単 位 名 目 .ドル 実 質 (P P P )-ドル 名 目.元

1人 あた りG D P 0 .96% 3 .34 % 13 .8 7%

エネ ル ギー 消 費 あた りG D P - 2 .98% 「0 .6 7% 9 .4 4 %

1人 あた りエネル ギ ー 消 費 4 .07 % 4 .0 4% 4 .0 4%

く出所)固辞連合統計局(檀)『現際連合世界人口年鑑』原書昆各年版, IEA/OECD,Energy Statistics and
Balances, 1 9時Penn World TablesChttp://www.nber.org/pwt56.html)などより作成.
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El2　石炭狩人係数の変化(1985年1990年)
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第5章中国の環境規制の現状考察:新たな制度設計へ向けて

金子由芳

1.はじめに

本報告では、まず以下2で日本で入手可能な情報に基づき、中国の現行の環境規制の特

色を改めて整理することを目的とし、ことに直接規制の制度的限界、また直接規制と間接

規制との関係に注目しつつ、問題点を指摘する。加えて3では、現行の環境被害救済制度

に関する概観を行い、なかでもとくに民事訴訟を取り上げ、それが行政・企業に対策を迫

る環境規制圧力として機能する可能性を検討するD最後に4では、現行制度の枠組みを越

えた新たな環境規制手法の提案として、上海周辺地域の郷鎮企業を対象に日中双方の官民

が関与しうる具体的な共同実施システムを考察する。

2.現行の環境規制とその課題

2.1排出基準の設定面の課題

2.1.1環境規制の構造

1989年環境保護法の第9条によれば、国務院・環境保護行政主管部門が「国家環境質基

準」を設定し、そこに定められていない項目につき省レベルの人民政府が「地方環境質基

準」を設定できるとしている。さらに第10条によれば、国務院・環境保護行政主管部門

が上記の国家環境質基準および経済・技術条件を勘案して「国家排出基準」を制定し、そ

こに定められていない頑目につき、あるいは定められていてもより厳しい基準として、省

レベルの人民政府は「地方排出基準」を設定できることになっている。下部法規(1987

年大気汚染法等)も同構造を踏まえる。

このように、 「環境質基準」を最終的な達成目標として掲げっっ、他方で目下の経済・技

術条件に鑑みて現実的に達成可能な当面の法定基準として「排出基準」を設ける、段階主

義的な環境規制の制度構造は、日本と同様であるOまた地方政府が環境質基準について(横

出し基準は可能だが)上乗せ基準は設けられない規定となっている点、日本の環境行政の

見解と近似し(8=1)、いっぽう排出基準について地方政府の横出し規制・上乗せ規制を肯定

する点は、やはり日本で1970年の法改正以来、都道府県による上乗せ規制を明文で肯定

するに至っている対応と共通する(注2)。したがって少なくとも日本の制度構造につき問題

となってきたと同様の議論、すなわち産業行政を環境行政に優位させがちな中央政府によ

る国家環境質基準そのものの設定の甘さ、その環境質基準達成へ向けた排出基準の段階的
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強化の遅れ、いっぽうそうした中央レベルの産業行政重視を市民生活環境重視の側から修

正しようとする地方政府の権限の自由度、などが論点となろう。

2.1.2設定水準の問題性

中国の国家環境質基準の水準は、必ずしも十分に厳格とはいえない。例えば大気環境質

基準(1982年環境基準GB3095-82)は3種類の基準(簡約すれば健康影響回避レベル、

障害回避レベル、慢性疾患回避レベル)を設け、第1級の基準はたしかに日本の環境基準

と大きく変わらない水準であるが、第二・第三級はかなり設定が緩い。しかも原則として

第一級基準は中央政府自ら定める自然保護区・景勝地など(第一類地域)に適用されるの

みであり、居住区や農村(第二類地域)には第二級基準が、都市部・工業地(第三類地域)

には第三級基準が適用されるDつまり現行の環境質基準の設定は、人間の居住生活地域で

は疾患等に陥らない程度において健康-の悪影響を受忍させる発想に立ち、したがって国

民は自然保護区-通達しない限り良質な環境を享受できない仕組みである。

このように環境行政の理想というべき環境質基準じたいがある程度の健康被害を受忍さ

せる思想に立つ以上、その枠内で法的遵守を強制する排出基準のレベルは、いっそう低い

ものとならざるを得ない。またかかる環境質基準達成をめざす排出基準の段階的強化も遅

れる傾向にあり、例えば1973年公布の工業三廃(廃気)排出基準(試行) (GBJ4-73)は

2 0年来改訂がない(注3)D

2. 1.3上乗せ規制の可能性

以上のように中央政府が産業行政優位の基準設定を行う傾向は否定Lがたいが、他方で

地方政府がこれに対抗し、生活環境重視の規制強化を行う`ことは可能であろうか。まず環

境質基準の設定については、地方政府の主体性は期待しがたい。たとえば大気環境質につ

き地方政府が第二類・第三類地域に第一級基準の適用を求めても、上述のように環境保護

法が環境質基準の上乗せ規制を阻んでいるので権限はなく、中央政府に個別の例外認定を

陳情するしか打っ手はあるまい。

いっぽう排出基準では上乗せ規制が許容されているので、 (あくまで環境質基準の枠内

でではあるが)地方政府のイニシアティブで規制強化を行う方途がある。都市や工業密集

地域などではたとえ個別の排出主体が国家の一律の基準値に従っていても、総体としての

環境質が劣悪化することは大いにありうるため、地域の実情に見合った排出基準の上乗せ

は不可欠であろうOなおこの際、上乗せ規制に際して客観的な実現目標を置定するべく、

「総量規制」の併用が求められる(注4)。

ところで排出基準の段階的引き上げに関して、地方行政レベルにおいても多種多様な産

業を対象とする基準の一律引き上げが必ずしも容易でない状況が想定されるが、こうした
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場合の方策として、日本の地方行政で効果の高かった「公害防止協定」が参考となろうo

行政側が企業の実情に応じつつ個別に汚染防止の契約を結ぶもので、長期的には実質的な

排出基準の引き上げに結びつける効果が期待される。なお公害防止協定の法的性格は、日

本の判例・学説では行政契約と目される傾向にあり、違反の場合は行政訴訟(当事者訴訟)

を通じた強制力が働くと考えられている。

2.2汚染防止の実現手法-1 :直接規制

2.2.1排出基準の強制手段の欠如

上述のように排出基準の設定水準じたいが問題を含むが、地方政府の上乗せ規制が牽引

する形で今後の改善が期待される。次なる閉居は、こうした排出基準の遵守をいかに確保

するかの実現手法である。

まずは、行政当局が排出基準の遵守状況を常時監視し、違反発覚の場合に罰金などの強

制措置を課する直接規制の手法が考えられる。この点、環境保護法(Sら条-38条)は行

政当局の監視活動等を阻む行為や汚染防止設備の不備などに罰金・営業停止などの厳罰を

課し、行政強制色が躍如であるが、しかし肝心の排出基準の違反自体については、いわゆ

る「期限付き治理制度」による実施猶予を許し(29条)、猶予期間を過ぎても処置がとら

れない場合に初めて罰金・営業停止・閉鎖などの厳罰が課される仕組みである(39条、ま

た大気汚染防止法42条、水汚染防止法52条)。しかもこの際、期限付き治理の要求対象

となる「重大な汚染」 (29条)の認定、猶予期間の設定、罰則の設定などは明確な基準の

な.いまま各級人民政府の大幅な裁量に委ねられ、対策費の存否などを勘案しつつ事実上非

常に緩慢な運用がなされている(注5)0

つまり排出基準の違反に対してただちに罰則を適用する制度(直罰主義)ではなく、違

反中の事例のなかでもとくに「重大な汚染」が見られるものが行政裁量によって選び出さ

れ、期限付きの対策義務が改めて課される仕組みである。端的に言って、排出基準そのも

のを法的に強制する制度を欠き、排出基準は拘束力のある遵守義務を伴う法規範ではない

というべきである(注6)。この点、日本法では1970年の法改正で基本的に直罰主義が導入

され(大気汚染法33条の2等)、排出基準は明確に拘束力のある法規として存在して串り、

またこれとは別途、期限付き改善命令(大気汚染法14条など)があくまで排出基準以上

の改善指導として行使される仕組みである。こうした比較の見地からしても、中国法が排

出基準の強制適用に消極的な対応を否定Lがたい。ただし中国の1989年水汚染防止法実

施規則(9条)は排出基準を期限付き治理制度の要求基準としている唯-の例と見られ(注

7)、この場合には排出基準は(やはり直罰主義ではないけれども)期限付き罰則猶予の対

象たる義務の直接の根拠ということができるo

このように環境保護法が排出基準を強制適用しない態度、また暖味な裁量主義のもとで
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かつ「重大な汚染」に限って期限付き治理制度を適用する対応は、現行法の構造じたいが、

行政当局に排出基準を強制適用する法的根拠を与えていないことを意味し、このことは郷

鎮企業などが排出基準を軽視する風潮を生んでいる元凶というべきであろう。まさに立法

意図自体が「有法不依、執法不厳、違法不究」と称される現実を許容しているというべき

である。産業行政意図を優位させる選択の表れと見られるが、産業配慮は上述のようにす

でに環境質基準・排出基準の設定において加味されているのであるから、重ねてこれら基

準の適用までをも緩和する仕組みは不必要に制度構造を歪め、国民の遵法意識を害する・結

果に帰するばかりであろう。

なお昨今、新たな国務院規則によって汚染源たる郷鎮企業の大量閉鎖など厳格な汚染対

策が推進されているというが(注8)、本来そうした場渡り的な政令レベルの個別対応ではな

く、環境保護法以下の立法制度そのものの構造改善によって、排出基準の直接強制手法を

確立することこそ求められるといえよう。

2. 2. 2計画原理か市場原理か

排出基準を直罰主義で強制する制度は、汚染防止を汚染者自身の費用負担で実施するよ

う制度的に強制する「直接規制」の典型例であり、もって汚染という外部効果が市場に内

部化されるよう促進するものであるから(汚染防止コストが市場価格に転嫁されるので、

企業は市場競争に生き残るべく更に効率的な汚染対策を探究する動機を与えられる)、市場

原理に依拠した制度ということができるD　これに対して中国法が上記のように排出基準を

強制する制度を欠く構造は、立法者が市場原理よりも、社会主義的な計画手段を通じた環

境行政を重視していることを窺わせるO環境保護法が環境アセスメントの行政許可(13条)、

汚染源たる企業に環境保護計画を策定させ(24条)、建設設計時点から汚染防止策を織り.

込む三同時政策をとり(26条1項)、汚染防止施設撤去の行政許可(26条2項)や汚染物

排出の行政登録(27条)を要求するなどはいずれも、行政監督のもとで個別事業毎に計画

的に汚染防止対策を実施する志向として理解することが可能である。

しかし現実問題として、社会主義市場経済の進展とともに国営企業の経営自主権拡大・

所有転換、また郷鎮企業や私企業の発展が加速し、経済活動全般において行政の計画指導

が行きとどく範囲はしだいに縮小傾向にあることは否定Lがたい。事実、 1990年時点で環

境アセスの実施率は100%、三間時政策の実施率は97%であったが、 1993年ではそれぞ

れ57%、 85%に低下、地域によっては3割程度しか実施されていないという報告があるは

9)。したがって環境行政において従来のように計画原理を重視し、市場原理に基づく直接

規制を軽視する傾向を継続するかぎり、ますます環境問題の悪化を避けられない実態が認

識されるべきであろう。

2.2.3行政争訟の直接規制効果
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排出基準を軸とする直接規制において、行政府の実施姿勢が消極的である場合、これに

対して国民の側が司法的手段を通じて行政の実施強化を迫りうる制度の存在が重視されよ

う。行政争訟と総称すべき制度分野であり、中国法では1989年行政訴訟法、また1990

年行政再議条例などがある。

中国の行政訴訟法は、受理範囲が狭い。すなわち日本の行政事件訴訟法の判例解釈と同

様に、個別具体的な行政行為の違法から個人・法人を救済する手続きであるため(2条)、

排出基準の設定水準の是非を争うような政策方針をめぐる訴えは、訴訟対象外として却下

される(12条2号「行政法規・規則並びに行政機関が制定発布した普遍的拘束力を有する

決定・命令」)Oまた訴訟対象となる侵害の範囲を狭く限定し(11条1項の限定列挙、およ

び2項による法律の明文の肯定ある場合のみ)、結果として、原告適格の根拠となる法的利

益を狭義に解する日本の行政判例と同様、たとえば地域住民が公害企業の営業許可等をめ

ぐって取消訴訟を提起するといった事例を却下する傾向に帰結していると見られる(注10)

このように中国法は日本の判例の保守的な立法解釈と歩調を合わせるかのような立法内

容だが、しかしこうした制度のもとでもなお環境行政訴訟に道を開く余地として、行政訴

訟法第11条1項5号の「法定職責履行請求訴訟」の展開が見られる(注11)すなわちこれ

は公民・法人が行政機関に人身・財産権の保護を要求したが行政側が職責を果たさなかっ

た場合をめぐる訴訟類型で、この際こ中国の行政訴訟法(54条3項)が義務づけ訴訟を積

極的に明文で肯定していることから、ひとたび法定職責履行請求訴訟が係属すれば、司法

の場を通じた環境行政-の重大な影響力行使が期待されうる(注12)

この訴訟類型をめぐる中国の判例の対応状況はなお錯綜していると見受けられるO　例え

ばすでに期限付き治理制度を実施し排出基準を達成するに至った事業をめぐって、なお汚

染被害が続いているとする住民側が行政当局に対策要求を行い、行政側が十分改善効果を

挙げられなかった事例において、裁判所は法定職責履行請求訴訟の適格性を認めたのみな

らず、行政側に適切な対策を義務づける判決を行った例がある(注13)たしかに被害者救済

的な柔軟性が評価されようが、しかし原告適格の判断における「人身・財産権の保護要求」

が何を意味するか不明な訴訟要件審理の甘さ、また義務づけ判決というが汚染対策の権限

を限られた下級行政部門につき具体的にいかなる作為義務が認定されたのか不明であるな

ど、暖味な司法積極主義であり先例形成として有益とは見なしがたいは14)今後は本訴訟

類型が、原告住民・司法・行政がともに現実的な汚染防止実現をめざすための舞台として

機能するよう、撤密な判例理論を積み上げていくことが大いに期待される。

2.3汚染防止の実現手法-2 :間接規制

2.3.1直接規制と間接規制の関係
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上記1.および2.で述べたように、排出基準を軸とする中国の現行の直接規制は厳格

な強制を伴っているとは見づらく、いっぽうで社会主義市場経済の進行とともに計画指導

の後退も否めない状況があるO　こうしたなか、今後の可能な方向性として、一つには直接

規制をより強化する選択があり、上述の行政訴訟などもその有効な側面的圧力として機能

しうると期待されるが、これとは別の選択として、賦課金・補助金・排出量取引などのい

わゆる「経済的手法」を用いた間接規制の方向性が論じられている。国際的にも直接規制

と間接規制の効用を比較し、後者を優位と結論づける議論は枚挙に暇がない(注15)しかし

ながら間接規制の効果を絶大祝し、結果として直接規制の適用を緩めることは以下の理由

で危険であると考えられる。

まず、間接規制がより有効であるとする論議において、有効性の評価対象となっている

のは「社会的費用の最小化」の観点であり、 「汚染被害の最小化」ではないという点の確認

が必要であるO　社会的費用とは汚染被害と汚染防止費用との合計であり、したがって社会

的費用の最小化の結論が、汚染被害は減少しないが汚染防止費用を掛けずに済む状態に帰

結する危険は大いにありうる。また間接規制論者は、一律の直接規制では汚染単位当たり

の汚染防止費用の相違が度外視され、社会全体の汚染対策費用を節約できないと説くが、

直接規制のもとでも地方政府レベルの産業別行政指導や公害防止協定などを通じてきめ細

かい柔軟対応が可能のはずである。しかもそもそも環境行政の理想は、汚染防止費用を最

大化してもなお汚染被害を最小化することをめざすべきではあるまいかO

また直接規制では排出基準以下の汚染は放置され市場に内部化されないと批判されるが、

基準値を適切に強化することで汚染放置は減る。むしろ間接規制のほうが(賦課金の設定

水準が低いなどの事情のもとで)単なる汚染免許料としてしか機能せず、全面的汚染放置

に帰結する恐れが高い。直接規制の強制力こそ、少なくとも排出基準までの汚染防止費用

を確実に市場に内部化し、汚染者負担原則(PPP)の貫徹につながると同時に、市場競争

を通じてよりコスト節約的な環境対策の技術革新を促すというべきであろうO

また直接規制はモニタリングや罰則実施などで厳格な行政管理を必要とし、多大な行政

コストを要するとされるが、間接規制においても賦課金の適正水準決定や徴収額算定のた

めの複雑な情報収集に同様の多大な行政コストを要しよう。行政の管理能力が不足する場

合に汚染防止効果が上がらない帰結は、いずれの場合も同様であると考えられる。

以上のように、間接規制が圧倒的に優れているという断定は得づらいO　とくに汚染被害

の内部化、汚染者負担原則の堅持といった環境行政の要請からして、間接規制に大幅に依

拠することは危険であり、直接規制を維持しつつ間接規制で補完する制度選択が望まれる

と考えられる。

2.3.2 「排汚費」の制度的意義

中国の間接規制に当たる制度として、排出基準違反の場合に超過部分に賦課金を課する
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「基準超過排汚費」(環境保護法28条、1982年排汚費徴収暫定弁法)が挙げられるO同

制度は、複数汚染物質の超過があっても徴収額が最高になる-物質にしか賦課金を課さな

いこと、SOxが対象からはずされていることなど、多くの制度設計上の問題を指摘されて

いる(ais)しかし最大の難点は、賦課金の設定が汚染防止費用に比べて低すぎ、汚染免許

料を支払っているも同然と指摘される点であろう。つまり中国では排出基準が上記のよう

に汚染防止対策を迫る直接規制として十分実施されず、代わって単なる汚染免許料の賦課

基準にとどまっているというべきである。

こうした現状はいかに修正されるべきであろうかOこの際、諸外国の制度例との比較が

参考となる。中国と同様に直接規制(排出基準)と間接規制(賦課金)を併存させる制度

例は多いが、そのうちドイツのように直接規制本体も独自に機能していながら、賦課金の

インセンティブ機能によって排出基準以上の更なる汚染対策を促進する効果が見られる例

があり、いっぽうフランスのように産業界の不満を体して直接規制の強制度が弱く、間接

規制はあくまでこれを補完し排出基準を達成するに過ぎない制度例もあり、ここでは、賦

課金は独自にインセンティブ機能を有しうる水準の百分の-ほどの低額に設定され、補助

金とともに汚染対策に回される財源調達の役割しかなく、汚染者負担原則さえ暖昧となっ

ている。他方、日本のように比較的低めの排出基準を直接規制で達成したうえで、これと

は別に1970年公害防止事業費負担法による原因企業負担金や1973年公害健康被害補償法

による賦課金などによって、排出基準外の汚染防止・被害者救済の財源調達を行う制度例

て㌦hz.
・-,)、

中国の排汚費徴収を軸とする現行制度は、直接規制の脆弱さを間接規制が補完するフラ

ンスの例に近いと見られる。この際、たとえ排出基準達成という結論は同一であっても、

直接規制であれば汚染企業自身が負担し市場で内部化されたはずの汚染対策費が、間接規

制ではごく一部が賦課金で、残りは財政補助によって調達されるため、汚染者負担原則の

後退を来すのみならず、企業自身が市場競争に晒され汚染対策技術の向上を図る契機が奪

われると見るべきであるO中国にとって排汚費制度を継続するとしても、これを直接規制

の代替物と考えるのでなく、今後はあくまで直接規制を前提とし、その貫徹を側面支援す

るインセンティブ機能をこそ期待すべきであろう。

3.汚染被害救済制度とその課題

3.1制度の構造

3.1.1総論

日本の1970年前後以降の環境判例の展開に見るように、環境汚染被害を蒙った国民が

汚染企業や行政の対応に絶望し、司法の場を通じて被害救済を迫る行動を開始したことは、
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社会全体に環境問題の重大性を知らしめる大きな役割を果たした。のみならず、下級審を

中心とする司法の側が撤密な判例理論を積み上げ、企業や行政を被告とする民事訴訟・刑

事訴訟・行政訴訟で実際に勝訴判決を出していった事実は、企業や行政に汚染対策を迫る

重要な圧力として機能した。

中国においても、上述のような環境規制の不徹底が被害を常態化させている現状のもと、

被害者国民側が司法の場を通じて救済要求を開始する可能性は高く、結果、環境行政や企

業の経営方針に対する圧力として機能することが考えられる。そうした事態は環境規制の

質的向上のためにむしろ望まれることであるといえよう。以下では、現行の制度的枠組み

のなかで、どのような救済制度が存在するか点検する。

3.1.2民事責任

1986年公布の民法通則第6章・民事責任編では、故意・過失を伴う一般の不法行為責任

を規定するが(106条中段)、これに加えて、環境保護法規に違反して他人に損害を与えた

場合に、法律の規定に従い無過失責任を負うとする特別規定を置く(124条、 106条後段)0

いっぽう環境保護法(41条1項)は環境汚染により損害を与えた事業者に、原状回復義務

と損害賠償義務を課しており、民法通則と読み合わせるかぎり、損害の立証があれば無過

失責任を認定する制度ということができる(琵17)ただし当該制度のうち損害賠償義務の審

査権は、環境行政当局(ないし地方人民政府)に与えられており、控訴段階ではじめて_夢

判所の所轄に移ることとされる(41条2項)0

以上を整理すれば民事責任の追及方法は、当初から裁判所において行う不法行為責任の

-追及、および環境保護法下の無過失責任追及による原状回復請求、ならびに行政当局を通

じて行う環境保護法下の無過失責任追及による損害賠償請求の三者があるといえる。この

うち不法行為責任の追及は被害者側に故意・過失などの難しい立証義務が課せられるが(た

だし123条の高度危険物無過失責任に該当する余地あり)、司法による中立的判断を期待

できる。いっぽう行政的紛争処理は、専門知識や監督権限を有する行政による迅速な事実

認定が期待されるとはいえ、行政と企業との密接な関係に鑑みれば中立的判断に疑念が残

る。後者は実質的には日本の公害紛争処理制度(公害対策基本法21条1項・公害紛争処

理法)に該当する、調停主義的な機能を果たすものと想定される(注18)

3.1.3国家賠償責任

日本では著名な水俣病裁判が1969年開始から約3 0年にわたって展開し、汚染の因果

関係を争った第一段階、個別被害の因果関係を扱った第二段階を経て、 9 0年代には国家

賠償責任を問う第三段階に至ったと言われるDすなわち日本法のもとでは、国や県の環境

規制権限不行使などの作為義務違反を理由に、国家の不法行為責任(国家賠償法1条によ
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る故意・過失と違法性を立証)、あるいは工作物責任(同2条により職庇を立証)を追求す

る余地がある(注19)

中国の1994年国家賠償法は、違法な行政権の行使により損害を蒙った場合の賠償請串

に明示的根拠を与えている(2条)。しかし後続規定(3条・ 4条)で賠償対象となる損害

が極めて狭義に列奪されており、身体・財産の侵害に関する一般規定(3条5号、 4条4

号)が存在するものの、どの程度柔軟に解釈されるか予断なしとしないO　また行政行為の

「違法性」について、日本の場合と同様、裁判所が法律の明文権限を越えて行政の作為義

務を積極的に認定していくべきか否か(例えば排出基準を満たす企業の汚染事例につき排

出基準の引き上げなどの法定外の規制強化をなすべき義務があるか否か)、立法・行政・司

法の相互関係のあり方を含む困難な判断を要しよう。

3.1.4刑事責任

日本の環境訴訟では、以上のような民事責任・国家賠償責任の追及と並行して、汚染企

業の幹部や行政幹部(通産大臣や知事など)に対する刑事責任追及(業務上過失致死傷、

殺人、殺人未遂)が問われる場合がある。このように個人が刑事責任を問われる傾向は、

日本で一般に法人自体の刑事責任を追及できないためでもあるが、それ以上に、汚染被害

の責任を問われるべきは法人自体のみならずそれを実際に動かしている幹部の人間である

という、原告側の怒りの表れともいうべきである。こうした個人刑事責任の追及は、企業

経営や行政当局の方針決定権を有する幹部に社会的責任を意識させ、法人なる隠れ蓑の影

で利益を享受し汚染を放置する態度を厳しく戒めるという意味で、実質的な環境規制の促

進効果が期待される。

中国においても、民法通則(110条)が民事責任追及と並行した刑事責任追及の余地を

明言し、また環境保護法(45条)は環境行政による職権濫用等が悪質な場合の刑事責任追

及につき殊更に言及するO実際に環境関連で刑法がいかに適用されて,いくか、今後の重要

な研究事項の一つである。

3.2民事責任の現状

3.2.1過失主義の修正

損害賠償請求において、一般の不法行為責任を追及するには故意・過失の立証を要する

が、中国では上述のように民法通則(124条) ・環境保護法(41条1項)で全面的な無過

失責任原則が確立していると見られ、被害者側は損害の存在を立証するのみでよいことに

なるO　ただし上述のように損害賠償請求は一義的に行政紛争処理手続に掛けることとなっ

ており、行政部再がよほど重大な被害事例でないかぎり訴えを取り上げないという、産業
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行政優位の運用を行う余地なしとせず、懸念されるO

ところで、現在の日本の環境判例の傾向もほぼ無過失責任に近いというべきだが、日本

ではここに至るまでに慎重な判例の積み上げがあったことは言及に債する。日本憲法(29

餐)は私的財産権(営業の自由を含意)を保障しているため、環境判例はあくまで過失主

義(故意・過失なくして責任を問われない営業の自由の制度的保障)を前提としつつ、徐々

に過失認定の緩和を行ない(受忍限度を越えた加害に違法を認定し、かかる違法を回避す

べき義務の違反をもって過失を認定する)、一部の法改正(1972年の大気汚染防止法25

条・水質汚濁防止法19条改正が人身の被害に限って無過失責任主義を明文化)につなが

ったb　このように、日本の判例は一見保守的で慎重な対応をとりつつも、環境被害救済を

可能にする方向で論理的に明確な判例理論の形成に努めており、それだけに一度確立され
1

た理論は容易に後退しない被害者救済の砦となる。この点、中国は立法で一挙に被害者配

慮の理想を掲げつつ、個別事例において多様な例外運用を行う傾向を否定できず、より慎

重な判例理論の積み上げが求められる。

3.2.2因果関係の推定

故意・過失の立証が免れても、原告側はなお損害を証明し、かつその損害が汚染に由来

するという因果関係を立証しなければならない。因果関係の立証は困難な科学的知見を伴

うことが多く、原告側の能力を超えるため、日本の環境判例ではその立証義務を緩和すべ

く、いわゆる蓋然性説(汚染物質の到達と被害の多発を立証すれば因果関係が推定され、

被告側が反証しないかぎり因果関係が確定する)を採用する傾向がある。

中国においても、判例が因果関係の推定法理を採用しているという解説もあるが、実際

には裁判所に厳格な法理の意識はなくむしろ迅速な被害者救済のために因果関係の立証を

軽視しているのみであるとする指摘もある(注20>　また同様に中国の裁判実務における被害

者救済志向の表れとして、本来は原告側が義務を負うべき因果関係の立証を、職権探知主

義によって代行し、あるいは一種の挙証責任の転換を実施する(被告に職権で資料提出命

令を発して被告が十分対応しなかった場合に因果関係の反証不能とみなして立証を擬制す

る)などの傾向が指摘されている(注21)

これらの傾向について、被害者救済的な個別柔軟対応として評価する見方もあろうが、

しかしここの対症療法に終始することなく、より論理的な判例の積み上げを通じて清輝的

な理論を構築することこそ、司法を通じた被害者救済制度全般の整備・強化につながると

期待されるO

3.2.3救済方法の問題性

民法通則(134条)や環境保護法(41条)は被害救済方法として、損害賠償のみならず
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妨害排除・原状回復を挙げる点前述のとおりだが、実際の環境訴訟において圧倒的に後者

の請求が多いという性22>　こうした汚染防止要求の強さを受けてか、裁判や行政紛争処理

において、損害賠償とあわせて必ずといってよく操業停止・原状回復が命令される傾向に

あるといい(注23)、一見、被害の拡大阻止に資する厳しい措置であるように見える。

しかしながらいっぽうで損害賠償額の認定は極度に低いといい(注24㌧結果として判決に

は、汚染者に汚染対策を強制するインセンティブ効果を期待できない。むしろ汚染者が自

由に汚染を垂れ流しつつ十分に操業利益を享受し終えたころ、最終的に我慢の限度を超え

た住民提訴が起こり、汚染者は判決に応じて使い尽くした操業設備を放棄する、という消

極的対応を助長し、環境規制効果に逆行する恐れがあるというべきであるO

このように司法を通じた被害救済において、いかに訴訟要件に柔軟性が見られ有罪判決

が出やすい制度構造があるとはいえ、結果としての判決内容が汚染企業保護主義的なもの

であっては、前述の直接規制の不足や排汚費水準の不適切と同様、環境規制として的確な

機能を期待しえないD　この点、日本の判例が被害者救済の砦として消極的な環境行政に改

善を迫り、のみならず企業の環境対策技術の向上を促し、結局はその後の工業技術高度化

の推進に役だった実例が改めて学ばれるべきである。

4.結びに代えて:新たな環境規制「クリーン開発メカニズム」の提案

4_1共同実施の意義

以上に概観したように、中国の環境規制においては直接規制・間接規制ともに産業振興

目的が優位し基準値の設定・運用が不十分な傾向があり、また主に司法の場を通じた環境

被害救済制度についても、行政や産業界に環境対策を迫る圧力手段として十分機能するに

至っていない。こうした現状を持続的成長論などの理想に基づき批判することは容易であ

るが、しかし現実問題として、高度成長期の日本自身に見られたように環境行政が産業行

政に劣後しがちな傾向は、一朝一夕に改革しうるものでないO　ことに行政・司法・大企業

が密接な関係にある中国の現行体制のもとでは、環境行政の優位は一層期待しにくい。し

たがって産業行政優位の現実をいたずらに批判するのでなく、むしろそれを前提としなが

ら、そこに新たな改革-の枠組みを挿入していく改良主義的な方向が期待される。

そのような枠組みの一例として、ここでは本研究会の主たるテーマでもある上海地域の

排気問題の関連で、かつ中国が世界的に注目を浴びているCO2削減問題を取り上げ、以下

の図1で示されるような、日中の官民が協力し合うクリーン開発メカニズムを提案したいO

これは従来、地球温暖化防止をめざす1992年の気候変動枠組条約の具体化をめぐって、

「共同実施」の問題として議論されてきたアイデアで、端的にいって、先進国の政府・企

業が途上国で具体的なCO2削減プロジェクトを実施した場合、これを当該先進国政府・企

業自身の気候変動枠組条約下の削減数量目標にカウントできるという制度である。先般の
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京都会議(COP-3)の議定書(12条)でクリーン開発メカニズム(Clean Development

Mechanism、以下CDMと略す)なる新たな名称が付されるに至ったものであるo

CO2削減問題で両国が協力する意義は双方にとって大きい。まず日本は京都会議で1990

年水準からの6%の削減目標を付されているが(現時点ですでに1990年水準から8%以

上増加しているので実質的には14%強の削減を要する)、図2に見るように日本はすでに

かなりCO2抑制的な経済構造を有しているので、この状況からさらに削減することは事実

上かなり難しい(注25)そこでもし中国でCO2削減プロジェクトを実施しこれをCDMと

して自国削減分として計算しうるならば、非常に有利である。いっぽう中国は図2 ・図3

に見るように燃料利用効率が悪く世界第二位のCO2排出国として批判を裕びており、上記

条約のもとで削減義務を課されていないとはいえ、国際的な批判のもとにあるDまたCO2

削減は地球温暖化を云々する以前に、燃料効率の高い省エネ型の産業基盤整備の契機とな

り、国内エネルギー問題に貢献するとともに、設備近代化を通じてSOx・NOxを含む環

境汚染全般の改善にもっながろう。

4.2　削減量割当のメカニズム

では具体的にどのようなメカニズムが可能か。まずは対象事業として中小の郷鎮企業に

注目したいO　国有企業などの大企業は補助金やODA支援などの恩恵に浴しうるが、郷鎮

企業はこうした支援とは縁遠く、古い設備を抱えたまま設備更新のきっかけを有しないO

事実、郷鎮企業は汚染垂れ流しの元凶として批判が強く、設備近代化を支援する意義は高

い。なお対象企業は、上海行政側のイニシアティブで将来性の見込まれる産業分野から、

しっかりした経営意欲のある企業体を公募(例:自己負担額の競争入札)で選出するもの

とし、またプロジェクト予算の範囲内で複数企業を対象とする。

日本側からの協力の第-はCO2削減型の機器・技術の提供であり、そのコスト負担は、

図1の例のように、輸出企業　ODA　大学　NPOなど日本側主体と、輸入者である郷鎮

企業とがそれぞれ合意された負担率で分配しあう。この協力によって郷鎮企業は単独では

およそ手の届かない高度な近代化設備・技術の移転を受けることができ、環境対策のみな

らず工業技術面の向上にも大いに役立っ。いっぽうで協力の第二は、日本側の地方自治体

(広島県・市)やNGOによる上海行政側-の環境行政ノウ-ウの移転であり、具体的に

は自治体ならではの総量規制の手法を含む公害防止条例の制定・運用、また公害防止協定

の運用などの貴重な実務知識である。かかるノウハウの移転にも当然コストが伴うが、そ

れらは無償で提供され、その代わり提供者側の負担として記録されるO

最終的に、以上の負担総額に占めるそれぞれの主体の寄与率が計算され、これらの寄与

率を実際に実現したCO2削減量に乗ずることによって、各主体のCO2削減量割当が決定

するものとするDその結果、日本の輸出企業や政府ODAは自らのCO2削減量割当を気候

変動枠組条約下の削減分として認定申請することになる。
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4.3地域的排出量取引との連動

ところで本CDMスキームでは、中国の郷鎮企業はいっさい資金負担をせず設備更新を

実現する道もあるが、しかし無償でもらったものは大事にされなV、のが常であり、技術移

転を遅らせCO2削減効果を減ずるおそれがあるOそこで図1の例のように郷鎮企業みずか

らにも敢えて精一杯の費用負担を行わせることで、真筆な技術移転を促す必要がある。こ

の際、郷鎮企業の一部負担を促すためのインセンティブとして、本CDMスキームの実施

と時を合わせて、上海地域でC02に関する「排出量取引」を実施し、両者のスキームを連

動させる方策が有効であろう。

すなわち上海地域においてCO2排出につき、 (図1の例での広島市等の技術協力に基づ

き)適切な総量規制を設ける(注26)さらにこの総量規制を実現する手段として、条例によ

って業種・事業規模に応じた排出量基準(燃料使用量で算定)を設定したうえ、排出単位

量証券を発行し、その取引を自由化する(注27>　監視措置としては、企業の年次財務諸表の

行政報告時点(1993年会社法174条)や抜き打ちのサンプルチェックの際に、現下の燃

料使用量が保有する排出単位量証券の総額の範囲内であるかいなかを審査することで十分

であろう。この際の違反に対する罰金を通じて、制度運営に伴う行政コストを賄うことが

有益であろう(注28J

こうした排出量取引制度が確立すると、図1の例の郷鎮企業は、-機器・技術導入におい

て自ら一部負担を行うことで、それに応じて最終的にCO2削減量割当を受けることができ、

これを排出量取引市場で販売することができるO　さらに図1の例で、広島県等・大学・

NPO・NGOなどの他の参加主体も自己のCO2削減量割当を有しているわけであるが、郷

鎮企業が自ら負担を行い積極的に努めている場合には、これらの割当を無償提供しうるも

のとすれば、郷鎮企業はさらに排出権取引市場で販売する枠が増えるわけで、努力インセ

ンティブは一層増すであろうD

4.4 CDMスキームの拡大

CDMはいまだ国際的にも形成過程の議論であり、前述の京都会議議定書でも今後の会

合で具体的な仕組みを検討する合意がなされたばかりである(12条7項)b　ことにCDM

に企業が参加しうるか否か、先進国と途上国間でいかに削減量を分配し合うか、またCDM

は事前の認定を受ける(certified)必要があるが、いかなる機関が認定を実施し、参加当

事者はいかなる認定コスト負担を迫られるか、など制度の細部はなおまったく不透明であ

る(注27)t　しかし当制度は2000年から利用可能とされ、 2007年までに実施されたCDM

の実績は後日2008年から開始するCO2削減目標実施において加算されうることになるの

であるから、早急に制度細部の詰めが必要となっている。
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この際、発言権の強い一部の欧米先進国や中南米諸国が制度内容を決定していくまえに、

アジア地域においても実験的な事例を積み上げ、参加主体すべてにとって平等に有益なス

キームの研究を進める意義は大きいと考えられるo　そのために日中の官民が多様な実例に

取り組む主体性が求められる。またCO2削減についての実験は、その他の環境汚染対策に

も活かしうる多くの経験を含みうるであろう。

<注記>

注1 :東京・大阪など公害集中地域において独自の条例で上乗せ環境基準を設定しているが、環境基準は

科学的知見により全国一律に設定されるべきとする政府側から批判を浴びてきた(原田尚彦『環境

法』 (弘文堂)第三章など)。また1992年環境基本法(36条)も同旨。

注2 : 1970年の大気汚染法4条、水質汚濁法3条3項の改正。ただしSOx規制は対象から意図的に外さ

れている。

注3 :耽順・段匡「中国の環境法と行政制度」 (作木直行・野村好弘編「発展途上国の環境法一束アジア」

アジア経済研究所、 1993所収) p.112-114。

注4 :中島正博「中国の環境管理制度と大気汚染対策」 (広島国際研究第三巻、 1997)によれば上海・広州′-

など1 5都市で総量規制と排出権取引の併用を実験中という。なお以下IVで後述。

注5 :片岡直樹「中国の公害問題に対する法制度」早稲田大学比較法学31巻1号。胡保林『中国環境保護

法的基本制度』中国環境科学出版社、 1994、 p.88。

注6 :なお排出基準を法規範と解する立場もあるが(胡保林ほか編『環境行政法』中国人事出版社、 1993)、

立法上これを強制実施する根拠を欠く以上、排出基準は事実上プログラム規定として存在している

に過ぎないと考えられる。なお環境訴訟においても、排出基準の単独の法規範性は期待されていな

いと見られる(後述のように無過失責任主義であり損害の立証があれば成立するので、過失・違法

性の認定に排出基準違反が拘わることもない)0

注7 :前掲注5 ・片岡論文p.330。

注8 :陳立民.第3回APEC研究センタ一・日本コンソーシアム研究集会シンポジウム(1998年12月13

日)における報告。

注9 :浅野直人「経済改革のもとでの中国の環境法の動向」ジュリストNo.1061、 1995。

注10 :日本の環境判例は環境権や公共信託説などの主張を実体的権利として認めない方向にある。したが

って明文の根拠なきかぎり原告側は「反射的利益」を有するに過ぎず原告適格を欠くとして却下さ

れる。

荏ll :前掲・片岡論文p.340以降。

注12 :中国が義務づけ判決や職責履行判決に積極的である背景を三権分立と異なる「議行合一」原則から

説明する例として、菓陵陵『中国行政訴訟制度の特質』 (中央大学出版部、 1998) p.305-314。なお

日本では行政事件訴訟法3条が周知のように無名抗告訴訟の余地を含むと解されつつも、司法が行

政に積極的行政命令を下すこととなる「義務づけ訴訟」や「予防(差し止め)訴訟」は現実には肯

定される傾向にない。

注13 :片岡直樹『中国環境汚染防治法の研究』第7章。

注14 :前掲注12・薬陵陵の指摘のように、三権分立思想に基づき司法による過剰な行政審査を戒める日本

の傾向と異なり、中国では行政と司法が密接な関係にあって柔軟な被害救済を志向する傾向がある

点は賞賛に値するが、しかし柔軟な救済といえども判例理論として精微化されなければ、個別の対

症療法に終始し、以後の類似被害の発生を戒め、救済の砦として機能することが難しいはずである。

注15 :例えばOECD, -'Economic Instruments for Environmental Protection,'- 1989。

注16 :前掲注4 ・中島論文によれば、 SOxを対象とする排汚費賦課はごく一部の都市で実施されているに

過ぎない。
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注17 :前掲注3耽順・段匡論文p.86。

注18 :片岡直樹「中国の環境汚染賠償紛争解決における行政部門の役割」久留米大学法学第21号、 1994。

注19 :ただし最近の判例は「法律による行政」原則を重視し、法律に明文規定のない行政の作為義務を容

易に認めない傾向にある。詳細につき宇賀克也「水俣病に関する国家賠償責任」ジュリストNo.1001、

1992など。

注20:前掲・耽・段論文p.96。

注21 :前掲・耽・段論文p.99。

注22 :前掲・耽・段論文p.92は1983年の重慶市では6割強が侵害停止請求であったとする0

注23:前掲・耽・段論文p.100。

注24 :前掲・耽・段論文p.88。損害の範囲認定が厳しいことに加えて、裁判所の鑑定基準が低く、慰謝料
が認められていないようである。

注25 :原子力発電20基の新設を要するという政府試算もあり、国民の批判を呼んでいる。

注26 :一般に総量規制には工場密集地域などの汚染地帯で個別企業が排出基準を守っていてもなお加功し

あって被害が発生してしまう事態を防止する機能が期待され、上海のような高度成長中の地域には

不可欠の規制というべきである。日本では自治体レベルに経験が蓄積されており、技術移転の対象

となろうQ　ただし総量規制は個別企業-の割当問題やモニタリングなどの実施方法に困難を含み、

日本でもSOxやNOxなどで限られた規制実績があるに過ぎない。この点、排出量取引の導入によ

って総量規制の実施上の課題が解消する可能性が期待され、両国自治体共同で実験を進める意義は、

双方にとって有益と考えられる。

注27 :参考として大塚直「排出権取引と共同実施」 (ジュリストNo.1130、 1998)などO　なお排出量取引

は汚染密集地域の総量規制実現手段としては有効であろうが、しかしいっぽうで、より広域で実施

される場合、工場地帯の企業が広域から広く排出枠を買い取り汚染を拡大する可能性があり、結果

として逆に汚染密集地域を形成する危険が認識されねばならない。さらに現在気候変動枠組条約の

もとで議論されているごときグローバルな排出量取引は、国内環境規制の厳しい国から緩い国-と

排出枠が流動し、規制の緩い国ほど企業活動が集中する現象を招く弊害があり、ひいては企業投資

を勧誘したい国家がいっそう規制を緩めるという「環境ダンピング」が引き起こされる。また排出

枠を買い占めた企業が市場独占を実現する危険も大きい。このように排出量取引は万能ではなく、

あくまで環境汚染防止という本来の政策目的に立ち返って、その効用を冷静に見極める研究・実験

が必要とされよう。

注28 :前掲注4 ・中島論文は、上海市環境保護条例(31条・32条)により上海地域に総量規制・排出権

取引の実験例があるとするが、モニタリングの不備などの問題があり、有効な制度実施手法は今後

の研究課題であると見る。
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図・1 :クリーン環境メカニズムの例
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第6章自動車排出ガスによる大気汚染の防止対策一日本の経験-

浜渦　哲雄

1.はじめに

ガソリンとディ・-ゼル油を燃料とする自動車は大衆の空間移動の自由を革命的に変えた

輸送手段である。自動車の利便性は大きく、どの国においても所得の増加とともに保有台

数は増加し、世界の自動車保有台数は1995年において6億7000万台(推定)に上ってい

る。自動車は高い利便性の反面において、化石燃料を消費しながら走るため、騒音と大気

汚染問題を引き起こすD

自動車はCO (一酸化炭素)、 HC (炭化水素)、 SOx (硫黄酸化物)、 NOx (窒素酸化物)、

pM (粒子状物質)、 co2 (二酸化炭素)、 Pb(鉛)などの有害物質の主要排出源の一つである。

とくにCOは大部分が自動車の走行によるものであるO先進国、発展途上国を問わず自動車

の保有台数の増加は交通渋滞を引き起こし、自動車輸送は都市の大気汚染の原因となって

いる。 (第1表参照)自動車の大気汚染源としての特徴は排出源の多さと移動性にある。そ

のため、工場のような固定発生源に比べて対策が難しい面がある。

自動車の排出ガス対策は一般的にいえば、 1)自動車に排出物削減装置を設置する、 2)

燃料性状の改良、 3)道路上の車の流れをよくするように道路を整備する、 4)自動車の整

備状況の管理、 5)自動車台数の制限-などである。自動車の排出物削減装置が効果的に

作動するためには、燃料のガソリン、ディーゼル油の品質改善(脱硫、無鉛化など)を必

要とし、自動車産業だけではできない。石油精製業との産業間協力が不可欠である。

自動車の走行による大気汚染がさまざまな健康被害の原因であることは大気汚染地域の

疫学的調査によって解明されている。速やかな対策がとられない場合、健康被害によって

もたらされる社会的、経済的損失は計り知れないほど大きいO　世界銀行の環境に関する報

告書Clean Water, ' Blue Skies (Washington D.C.,1997),Phasing Out Lead from Gasoline;

Worldwide Experience and Policy Implication (WashingtonD.C.,1998)は健康被害とそれによっ

てもたらされる社会的、経済的損失をクローズアップ、対策の遅延に対して間接的に警告

を発している。先進国の経験からして自動車の走行による大気汚染の軽減は技術的にも経

済的にも可能であり、段階的な改善は発展途上国においても実現できるであろう。日本は

大気汚染の改善、とくに硫黄酸化物の削減では世界的に見ても成功した国の-つであるO

2.モータリゼーションの普及

第二次大戦前にモータリゼーションが普及していたのはアメリカだけであったO　西ヨー

ロッパ諸国では戦後50年代から、日本では60年代からモータリゼーションが始まったo

Lたがって、日本は先進国の中ではモータリゼーションの時代を迎えるのが遅く、自動車

公害を経験するのも遅かった。

日本は自動車の走行による大気汚染問題よりも早く、工場の排煙による深刻な大気汚染
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を経験した。日本経済は第二次世界大戦で大きな打撃を受けたが、 50年代初には工業生産

が戦前のレベルに回復し、工場の煤煙による大気汚染が社会問喝になった。日本はエネル

ギー源として国産炭の使用を奨励したため、煤煙・降塵問題が代表的な大気汚染であった。

それに対応するため、国レベルでの最初の大気汚染規制法、 「煤煙規制法」が1962 (昭和

37)年12月に施行された。この段階ではまだモータリゼーションは普及し始めたばかりで

自動車公害は限られていたため、同法は自動車については細かい規定をしておらず、訓示

規定にとどめている。

60年代にはいると工場、発電所のエネルギー源は石炭から石油-の転換、すなわち流体

革命が急速にすみ、国内炭の産出量は1962年をピークに減少の一途を辿ったD石油による

石炭代替、電気集塵機の導入などによって煤煙・降塵は相当に軽減されたが、石油使用の

増加による硫黄酸化物、窒素酸化物の排出が増加した。硫黄酸化物の主たる排出源は工場

であり、とくに石油を多量に消費する川崎、四日市などの工業地帯の大気汚染はひどく、

住民に健康被害(気管支系疾患)が発生したO　これらの地域では住民が大気汚染物質排出

源の企業を相手に健康被害に対する補償を求める裁判を起こし、勝訴した。住民の勝訴に

よって日本における「汚染者負担の原則」が確立した。

工場地域における大気汚染問題とほぼ同じ時期に交通量の多い大都市において自動車走

行による公害がクローズアップされるようになったO　自動車走行による大気汚染の防止で

は自動車先進国のアメリカが先行しているのでその動きから見ていくO地形・気候の関係

で大気汚染に敏感なカリフォルニア州は1960年に自動車を対象とした自動車汚染防止法を

制定した1963年には全国を対象とした大気浄化法(CleanAirAct)が制定され、カリフォ

ルニア州とニューヨーク州ではHC規制のためのブローバイガス(ピストンとシリンダーの

隙間からクランクケースを経由して外部に漏れるガス)規制が導入された。その後、 1965

年に大気清浄法に自動車汚染法が追加された。そして、 1971年12月31日当時としては世

界で最も厳しい排ガス基準を設けた「1970年改正大気浄化法」 (いわゆるマスキー法)がア

メリカ議会を通過した。この法律の施行は1975年で施行まで4年間の猶予期間があった。

アメリカ世界最大の自動車市場であるため、自動車輸出国はこの基準をクリアーする自動

車を製造せざるを得ず、この法律が先進国における排出ガス基準の指標になった。

3.排出ガス規制

日本における自動車排出ガス規制に向けての努力は60年代に始まった(Dc　行政管理庁

は1963年12月、 「公害防止に関する行政観察結果(勧告)」を発表し、そこで自動車排出

ガス規制の必要性を指摘した1964年になるとその動きは加速、具体化した1964年3月、

運輸相の諮問機関である「交通基本問題調査会」は①排気ガス発散防止装置の開発、 ②車

両構造の改善、 ③良質燃料の使用、 ④整備の徹底-などを答申した。この答申を受けて、

運輸省は同年8月に「自動車排気有害ガス防止対策長期計画」を策定し、 1966年2月から

3月にかけて、自動車工業会に実施計画を提示した。自動車メーカーの団体である自動車工

業会の方も自動車排ガス対策の必要性を認識し、 1964年8月「日本における自動車と大気

汚染問題の懇談会」を開催した。そして、自動車工業会は1966年6月、大気汚染・排出ガ

ス問題の調査研究のため、アメリカ- 「気動車問題公害調査団」を派遣したD調査団は約l
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ヵ月間にわたってアメリカの関係官庁、自動車メーカー、大学の研究所などを訪問し、調

査を行ったO　自動車メーカーの中には独自の調査団をアメリカに派遣し、調査するところ

もあったO

自動車メーカー各社はこの調査成果を踏まえて、 19966年12月、 ①ブローバイガス防止

装置の開発を1966年末までに行う、 ②排出ガス防止装置の実用品の開発を1967年度末ま

でに行うことを申し合わせたO　また同月、メーカー各社は政府の派遣する「自動車産業使

節団」に加わり、アメリカの自動車安全規則などについても調査した。運輸省は1966年7

月、 「自動車の有害排気ガスの排出基準」に関する通達を出し、 9月1日以降の新型車でガ

ソリン自動車(軽自動車を除く)に対し、走行規制を行い、 4モード測定・運転時のCOの

最高濃度を3%以下とした(継続生産車は1967年9月から)。こうして日本における最初の

自動車排出ガス基準が設定され、 1969年9月には規制値が2.5%に強化された0

1968年には自動車排出ガス中のCO規制を盛り込んだ「大気汚染防止法」が制定された。

1970年8月にはアイドル規制が導入され、同年9月にはHC対策としてブローバイガス還

元装置取り付けが義務づけられた1972年7月にはHC対策として燃料蒸発ガス発生装置

の取り付けが義務づけられた1973年から試験方法が変更され、 4モードから10モード方

式に代わり、規制値もCO18.4% (最高26.0%)に、 1975年4月からはCO2.7% (最高2.1%)

と強化された。

4.触媒コンバーターの開発

日本の自動車排出ガス規制を大きく前進させたのは1971年12月31日に成立したアメリ

カの「1970年改正大気浄化法」 (いわゆるマスキー法)であった。マスキー法は1975年以

降、 CO、 HC、 NOxの90% (NOxは1976年以降)削減を課す、きわめて厳しいものであっ

た。法律制定当時この基準をクリアーできる自動車を生産できるメーカ∵はアメリカにも

日本にもなかった。マスキー法の基準をクリアーできなければ世界最大の自動車市場に参

入できないため、世界の自動車メ・-カーは生き残りをかけて低公害車の開発を始めたo　日

本でもアメリカのマスキ」法の成立を受けて、環境庁は1972年12月、それまでのCO規制

に、 10モード測定によるHC、 NOxを加えた「昭和48 (1973)年度排ガス規制基準」を告

示したD　中央公害対策審議会は1972年、 1975 (50)年度および1976 (51)年度の規制目標

値を答申した。環境庁はこの答申に基づいて1974年1月、 「50年度排出ガス規制基準」を

告示したb

この規制値はCOを2.10g/l'm、 HCを0.25g戊m, NOxを1.2g/l'mに低減するもので> 48

年度規制に比べるとCOとHCは1!10、 NOkは約1/2となっていたO自動車メーカー各社は

この基準値のクリアーを目指して懸命の開発努力をした。 (第2表参照)

co、 HCとNOxでは発生メカニズムが異なるため、 3物質を同時に除去することは容

易ではなかった(第1図参照)0 3物質の発生状況は燃料が完全.に燃焼するに必要な空気と

燃料の混合比である空燃比によって異なった。ガソリン・エンジンの空燃比は8-18であ

る。第2図のように、 COとHCの発生量は空燃比16付近で最も少ないが、燃料がよく燃

えるため、空気中の窒素が酸化され、 NOxはこの付近で最も多くなる.逆に空燃比を下げ

ると窒素は少なくなるが、 COとHCが多くなるというトレイド・オフの関係にある。ディ
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-ゼル・エンジンの空燃比は20-180でガソリン・エンジンよりも大きいD　空燃比が大き

いことは酸素の供給が大きいこと、すなわちよく燃焼することを意味する。ディーゼルエ

ンジンでは炭化水素、一酸化炭素がほとんど燃焼し問題にならない。

CO、 HCとNOxでは除去法が異なるo COは不完全燃焼によって発生するのでこれを

酸化させて無害な炭酸ガス(co2)に変え、HCは未燃焼の混合ガスであるため、水蒸気(H20)

とC02にかえられる.一方、 NOは空気中の窒素(N2)と酸素が反応して発生するため、除

去するには逆に還元することによってN2と02に戻せばよい。したがって、 CO、 HC、 No又

の3物質を同時に除去するには、 COとHCを酸化させ、 NOxを還元するという相異なる処

理を同時にしなければならないO

この問題を一気に解決したのが三元触媒の開発であった。三元触媒はCOとHCを白金

とパラジュムで酸化させ、 NOxをロジュムで還元する仕組みになっていたO　その詳細は次

のようなものであった。

「還元を担当するロジュムを触媒として炭化水素と一酸化炭素がNOxから酸素を奪い、

NOxを無害な窒素(N2)変える。同時にNOxから奪った酸素で炭化水素、一酸化炭素は無

害なH20とC02に変わるO　また炭化水素、一酸化炭素は酸化を担当する成分を触媒として

排気ガスに含まれる酸素と結合してH20とC02になるo三つの有害物質の間で酸素をやり

とりすることで無害化すると同時に、酸化触媒の部分でも炭化水素と一酸化炭素を無害化

するのである。ただし還元機能は酸素濃度が濃くなると極端に落ち、酸化能力は酸素濃度

が薄くなると極端に落ちるO　三元触媒が有効に機能するのは一定の空燃比の範囲内(ウイ

ンドウ)だけなのである。この範囲内なら規制物質の八割以上が除去できる。このため、

三元触媒のシステムは排出ガス中の酸素濃度をセンサーを使って検出し、空燃比がこの狭

いウインドウに入るように燃料や空気量の細かな制御を行っている」 2)e　第3図参照)

三元触媒の効率はセンサー、すなわち電子制御技術によるところが大きいので電子技

術の進歩とともに上がっているO　チップの容量は8ビットから始まり16ビットにアップ、

現在は32ビットが出ており、処理スピードも上がっているO

三元触媒の開発には時間を要したが、三元触媒は比較的安価でありながらきわめて効

率的にCO, HC, NOxの3物質を除去する。三元触媒は大型ボイラーに設置する排煙脱硫

琴置に匹敵する排気ガス除去効果を上げた。アメリカについて自動車排出物(CO, NOx,

voc-揮発性有機化合物、 pM、 S02)をマスキー法実施前の1970年と実施後の1994年を比

較してみるならば、第4図のように、人口、自動車保有台数、 GDPともに増加しているに

もかかわらず、排出物はNOxを除いてすべて減少している。規制の効果、すなわち三元触

媒の効果は顕著である。

それでは排出基準の強化に伴ってどれだけのコストアップになったかについての権威あ

る数字はないが、第3表のような試算がある。この試算によれば、 1981年の1マイル当た

りの排出基準(HCo, 41g, C03. 4g, NOxl. 0g)をクリアーするに必要な初期コストは350

ドルである。自動車の購入者はそれだけの経費を負担させられた(第3表参照)。日本では

低公害車は未対策車に比べて10%程度コストアップになった。これは先進国の自動車ユー

ザーが十分に負担できる金額であり、三元触媒は急速に普及した。

5.鉛害と無鉛化
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5. 1鉛の健康被害への影響

ガソリン-の鉛添加はガソリンのオクタン価を高めてノッキングを防止、エンジン・

パフォーマンスをよくするため、 1930年代から行われた。鉛はエンジン・バルブ・シート

を円滑にするので、自動車メーカーは低品位のソフト・メタルバルブに使用できたO鉛に

はこのような効用がある一方、ガソリン自動車は大気中に多量の鉛を排出するため、鉛毒

が明らかになるにつれて、それによる健康被害-の関心が高まったO

多くの都市で鉛環境汚染の最大の原因は自動車走行で、大気に排出される鉛の90%以

上にのぼることが多い。ガソリンに添加される鉛の量、交通量、交通パターンが大気中の

鉛の量と強い関係を持っていることが明らかにされている?鉛は土壌中に蓄積され、飲

料水を汚染、食物連鎖の中に入り込み、長期間のうちに摂取し、暴露されることになる。

鉛の健康被害として′卜児の脳の発達-の影響と大人の場合、高血圧、極度の緊張による

心臓マヒ、早死があげられている。低濃度の鉛が健康に与える悪影響については1970年代

になるまでよく分からなかったが、アメリカのNationalAcademyofScienceの研究によって

鉛が′j、児の精神的、肉体的発達を遅らせることが明らかにされた(3 <　その結果、医学的

に危険とされる量が以下のように引き下げられた。

1975年以前　　　　　　　　　60〃 g/d1

1975年　　　　　　　　　　30/i g/dI

1985年　　　　　　　　　　25 /i g/dl

1991年　　　　　　　　　　　IOjug/dl

アメリカの研究によって自動車用のガソリンの量と国民の血液中の鉛のレベルの間に

きわめて密接な関係があることが明らかにされた。 1日当たりガソリンの鉛IOOtの使用は

アメリカ人の血中鉛草が2,1/xg/dl増加するとされているo (第5図参照)

ガソリンからの鉛追放には加鉛なしでもエンジンがノッキングしない、比較的高オク

タン成分を持つガソリンを製造するしかない。鉛の段階的削減あるいは無鉛化には製油所

と石油流通業界の新規設備投資が必要なので、石油業界の協力が不可欠である。

製油所は無鉛ガソリンをつくには、鉛なしにガソリンのオクタン価を高めるアルキレ

ーション、ポリマライゼ-ション、オキシゼ-ションなどの装置が必要である。旧式のス

キミング・リファイナリーにはこれらの設備ゐ増設のための追加投資が必要になるが、.新

しい転換応力の高いリファイナリーは新規投資が少なくてすみ、無鉛ガソリンの製造コス

トも安いOドイツの例では、近代的製油所での有鉛(0.15g/l)と無鉛ガソリンのコスト差は

0.01セント爪　旧式製油所では0.03セント月といった推定がある。

5.2日本の無鉛化の経験

日本では自動車の走行による鉛公害問題がマスコミで大々的に取り上げられ、それが

鉛追放の推進力になり、世界でももっと早くガソリンの全面無鉛化に踏み切った。
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その発端は、公害に対する国民の関心が高まっている最中の1970年5月22日、東京

の文京医療生活協同組合医師団が住民の集団検診をもとに、 「東京都新宿区の牛込柳長の

交差点付近において、鉛公害が発生している」と発表したことであった。しかも同医師団

はその原因はハイオクタン・ガソリンに添加されているアルキル鉛による鉛化合物であろ

うと指摘した。後にこの因果関係は否定されはしたが、マスコミがこの間題を連日取り上

げたことにより、鉛公害に対する国民の関心がいやが上にも高まり、関係官庁、自動車メ

ーカー、製油所は鉛問題に取り組まざるを得なかった。

通産省はこの問題に素早く反応、6月2日、 「自動車ガソリンによる鉛害の防止について」

という通達を出し、ハイオクタン・ガソリンについては7月1日までに加鉛量を半減し、

またレギュラー・ガソリン以上の加鉛を禁止した。この通達により自動車ガソリン全体の

加鉛量は4分の1程度減少することが予想された。自動車メーカーもガソリン中の鉛は自

動車排ガスを除去する触媒の能力を低下させることから鉛の除去を迫られ、その時には石

油業界と協同して鉛除去について検討を始めていた。通産省の通達がでたことから取り組

みは加速され、無鉛ガソリン・エンジンの開発に乗り出し、成功した1972年4月から「無

鉛ガソリン適合車」が生産されるようになった。しかし、すでに販売され、使用されてい

る有鉛ガソリン使用車が約900万台あったため、 1977年まで有鉛ガソリンも販売された。

レギュラー・ガソリンの無鉛化は1975年2月から実施された。

日本の石油業界は自動車燃料の品質改善に膨大な設備投資を行った。石油連盟の推計に

よれば、第6表のように、1970年以来重油脱硫約5,000億円、ガソリン無鉛化約3,000億円、

軽油低硫黄化約2,000億円、ベンゼン低減化約2,000億円の投資を行っている。 (第5表参

ft!)

世界銀行の技術報告書によれば、日本は鉛除去の取り組みが最も早く、ガソリンの全面

無鉛化を実施した国と評価されている。鉛除去の二大要因は①鉛による健康被害の防止、

②co、 HC, NOx除去のための三元触媒の効果をあげる必要-であった。これは無鉛化を

実現した国に共通する要因でもあった。

第6表は世界の有鉛ガソリン使用状況を示したものである。高渡度有鉛ガソリン使用

国の大部分が発展途上国である。発展途上国は一般に製油所の精製設備の構造が単純で無

鉛ガソリンを精製するには新規設備投資が必要であるOその資金が調達できなければ無鉛

化は進められず、三元触媒の導入もできないということになる。 (第6表参照)

世界銀行の技術報告書は、無鉛ガソリンを作れない途上国に対して、無鉛ガソリンを

輸入、有鉛ガソリンとブレンドすることを進めている。これは鉛の段階的削減のための一

つの選択であるO

5.3今後の方向-CO,の削減一

自動車の排ガス対策は世界的にCO、 HC、 SOx、 NOxの削減におかれてきた　CO,は従来、

規制の対象外であったが、C02が地球温暖化の原因として注目されるようになってから自動

車の排出するC02の削減が現実の問題になってきた1997年12月、京都で開催された気候

変動枠組条約締約国会議(COP3)において、温暖化ガス削減に関する合意ができ、日本は

温暖化ガス(co2換算)の排出量を1990年のレベルから2008から2012年の5年間の平均
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で6%削減することになったO　日本のCO2排出量はG7の中ではアメリカに次いで多いが、

l人当たりあるいはGDP単位当たりでは他の国より20-30%少ないO換言すれば他の国に

比べてエネルギー利用効率が高く、 CO2削減余地が乏しく、これ以上削減する場合にはその

コストが高くなる。技術的ブレイクスルーでもない限り削減は容易ではない。自動車はC02

の主要排出源の-つで、日本で排出されるC02の約20%が自動車に起因するものである。

1995年において約5800万トン(炭素換算)のC02が自動車から排出されており、対策を講

じない場合には2010年の排出量は8100トンにのぼるとの試算もあるO　同じ試算によれば

対策を講じれば6800万トンに抑制することが可能である(4),

自動車の排出CO2抑制にはガソリン、軽油の消費を抑えるしかないO　自動車保有台数が

増え続けるとすれば、当面は自動車の燃費をよくし、将来的には燃料電池のようなC02を

排出しない方式を採用することである。日本の自動車メーカーはCO2抑制のため、さまざ

まなLEV(低公害車)を市場に投入している。低公害車の主力は直噴式エンジンであるが、

これによって燃料効率が20-30%アップするO直噴式エンジンは直噴ポンプが高価である

ため、値上げしない場合は他の箇所でコストを下げて吸収する必要がある。直噴式は現在

はガソリンエンジンだけであるが、将来はディーゼルエンジンも直噴式に向かうと予想さ

れているDハイブリッド車は高燃費車であるが、同じサイズのガソリン車に比べてまだ相

当に割高である。

IEA (国際エネルギー機関)は省エネと温暖化防止のため、 21世紀にはディーゼル車が増

加すると予測している。ディーゼルエンジンの弱点はNOxとPMを多く排出することであ

る。ディーゼル・エンジンはガソリジ・エンジンに比べてNOxの低減が難しいO　日本はデ

ィーゼル車のNOxの削減に力を入れ、ガソリン車に近いレベルにまで削減することに成功

した。しかし、日本は欧米のようにPMの削減に力を入れなかったので、見た目に汚い排出

ガス(黒煙)の削減で遅れをとった。

ディーゼル車は、従来黒煙濃度の規制だけであったが、今後はNOx、 PM規制が加わるの

で新たな努力を要求されている。 PMを80%程度除去する装置(DPF)はまだ大型バスで

400万円と高価であり、引き下げが必要である。

注記

(1)本章は主として岡野行秀監修、日本自動車産業史(1988年、日本自動車工業界)、第8

章第1節によった。

(2)三崎浩士、エコカーは未来を救えるか(1988年、ダイヤモンド社)、 pp・58-59

(3) Michael P. Walsh, Motor Vehicle Pollution Control in Kuala Lumpur(1996, Ministry of Science,

Technology and Environment), p. 7

(4) Japan automobile Institute(ecL), Environment and Energy Policies on Automobiles in

Japan(1999,Tokyo), p.2 1
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第1表　大気質基準
大 気 質 基 準 (〟 g / m 3,C O = m g / m 3を 除 く)

C 0 N 0 2 S 0 2 S P M 0 , P b

8 h r. 1 h r. A n n u a l 2 4 h r. h r. A n n u a l 2 4 h r. 1 h r. A n n u a 2 4 h r. 8 h r. 1 h r. A n n u a 2 4 h r.

W H O 1 0 3 0 15 0 4 0 0 5 0 1 2 5 3 5 0 1 2 0 1 0 0 15 0 0 .5

U S A 1 0 4 0 1 0 0 8 0 3 6 5 5 0 * 15 0 * 2 3 5 l .5糊

J a p a n 2 2 .8 8 0 1 0 7 2 6 7 10 0 1 1 8 0 .1

G e rm a n y 3 0 8 0 2 0 0 1 4 0 4 0 0 1 0 0 2

Ita ly 5 0 2 0 0 4 0 1 0 0 4 0 10 0

N e th e rla n d s 6 4 0 1 7 5 5 0 0 8 3 0 15 0 12 0 0 .5 2

C a n a d a 6 1 5 6 0 2 0 0 4 0 0 3 0 1 5 0 4 5 0 6 0 12 0 3 0 10 0

T a iw an 2 2 .9 10 0 1 3 3 2 6 7 2 4 0

T h a i一a n d 2 0 5 0 1 0 0 3 0 0 1 0 0 3 3 0 1 0

*uSA SPM standards are for PMIO, others are forTSP, Quarterly Average

(出所) Michael P.Walsh (1996) , Motor Vehicle Pollution Control in Kuala Lumpur, p.10.

第2表　乗用車排出ガス規制の経緯*　(ガソリンLPG車)
モー ド 成分 197 3 97 5 9 76 978 200 0

10 M (g/ km )

C 0 26 .0 (18.4)注 1 2 .70 2 .10 ← ← 1.2 7(0 .6 7)

H C 3.80 (2 .94)注 1 0 .39 0 .2 5 ← ← 0 .17 0 .0 8)

N 0 X 3.0 0(2 .18 )注 1 1.60 1.2 0) 0 .84 (0 .6 0)注 2 0 .4 8 (0 .2 5 0 .17 0.0 8)

l lM (g/テスト)

C 0 8 5.0 60.0 ◆.- ← 3 1.1(19 .0)

H C 9 .50 (7.0 0) ← ← 4 .4 2 2.2 0)

N X ll.0 (9二0 0) ← 6 .0 0 (4 .4 0) 2 .5 0 1.4 0

(注)*4サイクル車、 ( )内は　ガソリンLPG車。

1 LPGは10M、CO 18.0(10.4)、HC　3.20(2.34)、NOv 3.00(2.19)

2　EIWit超えのもの　NOX lOM 1.20(0.85)、11M　9.00(7.00)

第3表　アメリカの自動車排出基準と初期経費(g/マイル)

モ デ ル 年

排 出 基 準 初 期 コス ト増 加

H C / C O / N 亡)X (19 8 1年 米 ドル )

9 68- 6 9 5 .9 / 5 0 .8 / な し 3 0

9 70- 7 3 .9 / 3 3 .3 / な し 5 0

1 97 2 3 .0 / 2 8 .8 / な し 7 0

9 73- 7 4 3 .0 / 2 8 .0 / 3 .1 10 0

1 9 7 5 - 7 6 1 .5 / 1 5 -0 / 3 .1 15 0

9 7 7 - 7 9 1 .5 / 1 5 .0 / 2 .0 1 7 5

9 8 0 0 .4 1/ 7 .0 / 2 .0 2 2 5

9 8 0 .4 1 / 3 .4 / 1 .0 3 5 0

(出所)Michael P. Walsh(1996), Mortor Vehicle Pollution Control in Kuala

Lumpur,p.45.
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第4表　自動車燃料品質対策の推移

ガ ソリン

★低鉛化

★低ベ ンゼン化

199 9 年末 メ ド

1970 年
★ レギュラー無鉛化

1976 年 ★プ レミアム無鉛化

198 7 年

軽油

★ S 分 0 .5% (← 1.2% )

1976 年

★ S 分 0 .2 %

1992 年

★ S 分 0 .05 %

1997 年

70　　　　　　　　　　　　80　　　　　　　　　　　　　90　　　　　　　　　　00

(出所)石油連盟資料より作成。
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第6表　世界のガソリンの鉛含有量

M axim um A ow ed M arket S h are of U n lea de d G aso line

L ea d In G aso Hn e Lo w (0ー3 0% ) M e d ium (30 - 70% ) H igh 70 - 100 %)

L ow (く0.15s /I)

B u一garia ,C y prus ,Isra eltP h iーB ru n ei,Fra nc e.H u ng ar A rge ntin a ,A ustria ,B elg iu m ,B er

ip p ine s.S pa m y,Irela nd ,Ita ly ,M alay si m u d a,B raz il,c an ad a,C o lb m b ia,

a,P o一an d.P ortug al.S in C osta R ic a,D e nm ark ,EーS a lv ad o

gapo re ,T aiw an (C h in a),r.F inlan d▼G erm a ny .G uatem ala,

U n ited K ing do m H o n du ra s,H o ngK on g,Ire一and .J

a pa nーL uxe m bo uge .N eth erーand

s,N ic aragu a,N orw ay ,S lov akrep

u b lic .S w e de n .S w itzerla nd .T h a i
lan d .U nited S tate s

M e d ium

(0 .15ー0.40g/ l)

B ah rain ,E gy pt,Iran ,Iv ory

C o ast,J o rda n,K e nya ,l_ao

P D R▼M a urita n ia▼M au ritiu s,

N am ib ia,P arag uay ,Q atar,S

au d iA rab ia.S riLa nka ,S o uth
A糾 a.T urke y.U n ited A rab t

m irates .U ru gu ay,V letna m

A u stra lia .E cu ad or.G re

ec e .M exico .R uss ian
F ed eration

H igh (>0 .4 0畠/ -)
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第1図　　三元触媒の原理

HCとCOがNOxから酸

素を奪い、 H20とC02

に¥t.'o_

HC (炭化

水素)

CO (一酸化

炭素)

(出所)三崎(1988)より作成O

千-コ

一79-

有害物質[コ

黒rift l寺



第2図　ガソリンエンジンの排気ガス
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第4図　自動車からの総排出量の推移(米国)
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第5図　アメリカにおける血中鉛濃度と有鉛ガソリンの使用　1976-80
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第7章　日本の環境影響評価法における生物多様性・生態系の評価手法

中越信和・日笠　睦

1.はじめに

日本における新しい環境影響評価法6) (以下新アセス法とする)は, 1997年に制定され,

1999年・6月より施行された(図1),これによってアセスメントの対象となる事業(表1)

を,その種類だけではなく規模によって選定するスクリーニング,調査項目の選定など影

響評価の方法について検討するスコ-ビング,及び事業着手後のモニタリング調査等のフ

ォローアップといった新たな過程が義務づけられることとなった.このような手続き上の

変更もさることながら,調査項目にも新たな内容が設けられたのが大きな変化である.中

でも自然環境項目に取り入れられた「生態系」は(表2)過去の環境アセスメントでは評価

経験がほとんどない項目として注目されるものの一つとなっている.これまでの環境アセ

スメント(閣議決定に基づくアセスメント)における自然環境項目の調査は,便宜上,地

形・地質,動物,植物,景観(景観生態学で言う景観ではなく,見た目の景観),野外レク

リエーション等の項目別にまとめられていた14)しかし本来自然環境の要素はそれぞれ単

独で存在するものではなく,それぞれの項目を総合的に捉えることが必要で,そのような

アプローチの重要性はすでに様々な方面から指摘されてきた.それを受ける形で,動物・

植物に並んで新たに加えられた生態系項目は,新アセス法では「生物の多様性の確保及び

自然環境の体系的保全を旨として調査,予測及び評価されるべき環境要素」として規定さ

れている(表2).

生態学で認知されている生態系は「いくつかの生物個体群を含み,その間に種間関係が

存在しており,非生物学的環境(無機環境)によって制約されている一つのシステム」と

されている.しかし,新アセス法での意味は,このようなテクニカルタームとしての生態

系を表すものと言うよりは,今までの「種」単位の調査・解析を,一つのまとまりとして

扱う必要性から設けられた項目である(図2),従って,個別の項目のデータを総合的に組

み合わせて解析した結果が「生態系」評価の中心となる.ところが,しかし現状では「生

態系」に関するこの種の生態学的知見が少なく,生態系それ自体を全て網羅することは時

間的にも技術的にも不可能である,そこで,現状では種を基準とした(いわゆる注目種な

ど)構造把握が考えられている,すなわち,種を上位性(檀),典型性(檀)及び特殊性(檀)

に分け,その組み合わせで評価しようという試みである.しかしそれ以上の具体的な方法

が提示されるには至っていない,

このような背景のもとに,我々は,近年日本で環境計画においてその役割が期待されて

いる景観生態学の手法や概念を用い,今後の環境影響評価の在り方について様々な角度か

ら研究を行ってきた,本論文では,生態系やその中の生物多様性を評価する手法を,景観

生態学の視点から考察していく.
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2.景観生態学における生態系の捉え方

景観生態学では様々な地因子が均質な空間を景観要素(landscape element)あるいはエコ

ト-プ(ecotope)と呼び,これを車位として解析を行う.地因子(landscape component factor)

とは,景観を形成する要因であり,地形・地質・土壌などめ無機的なもの(physiotope)と

植生のような生物的なもの(biotope)に区分される.具体的には,地因子は地形図,地質

図,土壌図,植生図などの様々な主題図として表現される,これらの地図をすべて重ね合

わせ(overlay)すると,それぞれの境界線が重なり合って大小の様々なパッチがモザイク

状に区分される(図3).このパッチひとつひとつがエコト-プである.ある地域の景観に

含まれるこのエコト-プの構造や分布を解析することで,その変化や成立要因を探ること

ができる(図4).

地因子には次のようなものが挙げられる17)地形ば,物質の移動や,日照量・風・降水

などの気候にも係わる重要な地因子である.地質は土壌の母材となると同時に,その物理・

化学性の違いによって地下水の浸透や保水能力が異なる.土壌は地下水の水質・保水機能

などの他,人間の土地利用(農地など)の頻度や作物の生産力の差にも関連することが多

い∴水は,降水・地表水・地下水などの形で,植物の分布を規定する大きな要因となって

いる.気候は日照,降水,風などによって植生に影響を与えている.以上は地因子の中の

無機的環境(フイジオト-プ)である.

生物的環境(バイオト-プ)としては植生が挙げられる.植生は微気候・土壌気候・土

壌の水収支に大きく関与している,こ'のことから,植生はある立地の潜在的な自然環境を

空間的,客観的に表現していると考えられるため,他の場所であっても同一植生であれば

そのシステムをある程度推測することができる.そして植生はそこの地因子の作用の結果

を表しているので,環境指標ともなりうる.では,植生の区分は何を基準にするのかとい

う点であるが,これまでの生態学の研究成果から,一次生産力,物質循環速度,種類相,

種間関係,生息地のセットなどは,優占植物の生活形が同一の空間内でそれぞれ特異で,

しかも安定していることが分かっている.従って,景観生態学では,優占する植物や特徴

的な動植物(標徴種)を指標にして区分することが多い.植物社会学ではこの単位は概略

群集に相当する13)もう一つのバイオト-プは動物であるが,動物が景観を形成する主体

となることはまれで,ビーバーダムや家畜による被食圧,マツ枯れなどの特殊な例である.

また実際に動物の生息域を空間的に明確に区分することは難しい.従って動物は,エコト

-プの中の主体ではなく,エコト-プによって影響を受ける客体として扱われるべきであ

ろう.

3. Geographic Information Systemの利用

Geographic Information System : GIS (地理情報システム)は景観生態学の分野で非常に有

益なツールであると同時に,新アセス法においても重要な道具となると思われる. GISは空

間的な位置データを伴う情報(地理情報)をデータベース化し,検索,空間解析,表示な

どを行うシステムである13)

GISを使用することの利点の第一は,各調査項目を「地理情報」として統一できることで
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ある.地図上に表現できる情報はすべて地理情報である.単にデータを総合的に捉えると

言っても,それぞれのデータが地図,リスト,グラフ等,雑多な形式であるならば,解析

は困難である.しかし,このように全てのデータを地理情報として扱うことによって,様々

な空間解析が可能となる,また, GIS上で扱えるように調査地点を地図上に記録することで,

データの経時的比較が可能になり,モニタリングにも有益になる5).

第二の利点は,データベース化である9).環境アセスメントに限らず生態系管理では,よ

り優れた解析や予測を行うためにも,データの蓄積が非常に重要である.またGIS上では,

スケールの異なる地図も管理できるし,それを小スケールで統合することは容易に出来る.

しかもその場合でも,もとの大スケールの地図上の情報はそのまま保存され損なわれるこ

とはない. GISという統一されたデータベース形式を取ることで,必要なデータを容易に検

索・利用できるだけではなく,次々と加わる膨大で多様なスケールのデータを一律のシス

テムで管理できる.

第三の利点は, GISでは,オーバーレイ,バッファリング(近接解析),ネットワーク解

析など,複雑な空間解析が可能な点である.そしてこれらの解析をもとに,空間的モデリ

ングが行える.環境アセスメントの最大の目的は調査・解析ではなく,影響の予測にある;

人間活動の影響によって引き起こされる変化の予測を行うためにはモデリングは不可欠で

ある13)

4.時空間スケール

エコト-プを区分したり調査を行う際には,適切なスケールを考慮しなくてはな,らない,

すなわち,対象とする現象がどのような時空間スケールで起こることなのかを正確に把握

する必要がある2) ll)自然界のエコト-プのサイズは様々である.森林など大面積を占め

る植生で特徴づけられるエコト-プは数IOhaにもなるであろうし,氾濫源植生や湿地のよ

うに数10から数m2の小面積のエコト-プもある.前者は1:50,000のエコト-プマップで

十分表現できるが,後者はかなり大縮尺の地図上でないと面として表現できない9).またエ

コト-プを利用する立場の動物について言えば,生態系の上位種は複数のエコト-プを利

用しており,それらのハビタット評価のためには比較的粗いスケールで充分である.しか

し一つのエコト-プに依存するような小型昆虫などは,これとは全く異なるスケールでの

調査・解析が必要となるだろう.

植生図化が標準的に行われているヨーロッパ各国では1:25,000のスケールがよく用いら

れている.これは植物社会学では森林植生の調査コドラートサイズが,種数面積曲線から

20m四方から10m四方で最小面積を超えるためとされており(即ちこのサイズ以下の場合,

均質な森林とは呼べずエコト-プではない),このサイズは1:25,000の地図上で面として措

ける最小面積(1mm程度)であるからである.しかし,必ずしも一つのスケールのみを採

用する必要はなく,標準スケールとして1:25,000の地図を用い,必要な部分で大スケール

の地図を用いれば.よい.森林部分では1:25,000の地形図を用い,河川区域のみ1:2,500や

1:1,000など最小のエコト-プが表示できるスケールにする,等である(図5).例えば,ド

イツのバイエルン州のエコト-プマッピングでは1:5,000の地図が用いられている.

また,生物多様性にも,遺伝子から種・個体群,群集・生態系,ランドスケープまで,
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複数のスケールがある(表3).調査や影響の回避措置を行うにあたっても,それぞれのス

ケールで考えなければならない.

一般にスケールは空間で考えられることが多いが,時間にも当然ながらスケールがある.

対象とする事象がどれくらいの時間経過の中で起きていることなのか,その特定されたエ

コト-プの実態はどの程度の期間で補足できるのかは,生態系を評価する際にきわめて重

要である.河辺の草本植生であれば,年に2, 3回の現地調査が望まれ,逆に極相林であれ

ば大きな擾乱がなければ10年程度はその様相の変化をとらえることはできない.例えば二

次遷移過程でみると,山火事跡地の生態系においては,その変化は初期から毎年調査を必

要とするレベルだが,アカマツ二次林になってしまうとそれほど頻繁な調査は必要なくな

る10)図6).

5.構造・機能・変化

もう一つの重要な概念は,構造と機能,そして構造と機能の変化である(図7).生態系

の評価を行う上では,構造と機能の解析は区別して行わなければならない.生態系とは生

物集団を伴うストックであり,ストック間を流れるフローを有する系と言うことが出来る.

すなわち,ストックは構造,フローは機能として近似しても良いであろう.具体的には,

構造とは要素の多様性や組み合わせなどであり,機能とは物質やエネルギーの流れ,動物

の移動などである.

これまでの植生学における群集や植生自然度のように,生態系の構造的解析は比較的行

われており,景観生態学においても,構造的解析として分断化,孤立化,矯小化といった

パッチの形状による概念を用いた分析も行われている8).また実際の環境アセスメントでも,

これらの構造解析をもとに,事業がもたらす構造的変化に対していくつかの段階の影響回

避措置(ミティゲーション)が挙げられている(表4,図8).

しかしエコト-プの直接の破壊を避けたとしても,その地域内のエコト-プ間の物質や

生物のフローといったエコト-プ間の機能を妨げるような位置で開発を行えば影響は避け

られない,湿地を例に取る'と,湿地の環盛はそれ自体で完結しているものではなぐ,集水

域全体からの地下水供給、湿地に隣接する森林や草地などからの生物の侵入や移動によっ

て維持されている.あるエコト-プを保全するためには,対象の構造だけではなく,それ

を維持している機能も考慮することが重要である.しかしながら,エコト-プの機能的解

析はまだ少ないのが現状である.したがって,まずは生態学上の知見の蓄積を行い,空間

構造から機能を推測しモデル化を行った上で,モニタリング結果からそのモデルを修正し

ていくという仮説検証を繰り返す作業が中心となるであろう.

巌佐4)は生態系の数理モデルを1)系を循環する元素・エネルギーの流れに注目するも

の(すなわち機能的モデル)　2)生態系の多数の要素に関する重大な知識を大きな計算機

モデルとして統合するもの(構造的モデル)　の二つに区分しているー　また,モデル化は

構造と機能の現状だけではなくその変化を捉えていく作業でもある,生態系に起こる変化

とは,開発が原因で起こる構造・機能の変化だけではなく,生態系それ自体が変動してい

く過程も含まれている.現代の生態学は,生態系の到達する姿は一つの「静的な平衡状態

-極相」とは限らず,構造・機能がダイナミックに変化していく(メタ安定性と呼ばれる)
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系もあることを明らかにした15),生態系とは不均一性と変動性の支配するダイナミックな

システムなのである14).したがって,生態系を評価する場合,植生自然度の様な平衡状態

を基準とするのではなく,それぞれの生態系における変化やその要因も踏まえた上で,予

測する必要がある,

6.景観生態学からの教訓

エコト-プを単位として環境アセスメントにおける生態系の扱い方を論じてきたが,ア

セスメントという過程の中では,必ずしも生態系の全てを評価することを要求されてはい

ないだろうし,それを行うには時間と経費がかかしりすぎて実際には不可能である.生態系

のアセスメントには,実行可能なレベルの現実的な評価軸を決定する必要があると考えら

れる.その意味において空間と時間とを自在に変化させながら対象(この場合は生態系)

をとらえようとする景観生態学は,その解決の中心となる知見を内包していると言える.

また,実際に開発が行われたとき,これを破壊であると捉える必要は必ずしもない.実

はそれは新たな上質のエコト-プ創出の機会でもある(表5)・実際にドイツでは開挙によ

って失われる生態系を補填するだけではなく,現在の生態系をより上質なものに改善して

いく事業が計画的に行われている(図9).残念ながら,日本にはこの改善の視点が全く欠

如している.我々は日本の全エコト-プに対してどうあるべきか,その理想をしっかりと

考え,またそれを提出していく必要がある.この作業は,中国における同様の事業にも,

大いに役立っと考える.

注:本論文は,本シンポジウム-の話題提供を特に目的として,中越信和・日笠　睦(1999)

環境アセスメントにおける生態系評価手法。日本緑化工学会誌24 (3-4) 130-136p.を.加筆・

修正したものである.
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図1環境影響評価法による環境アセスメントの事項
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図2　生態系の模式図。法アセスにおける生態系の評価

は動物や植物だけでなく,それを生存させている

システムとしてなされなければな`らない。
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①生息環境から路線を離す(回避) ②移動ルートから路線を離す(低減)

③道路の上部か下部に移動ルートを④生態系を切り取って他の場所で
確保する(代償)　　　　　　　復元する(代償)

回　避　保全すべき生態系のある箇所を,路線の検肘,トンネ;u　橋梁構

造の採用などでの対処によって避ける手法

低　減　保全すべき生態系への影響を,線形や構造の群細検討などにより

最小化する手法

事業によってダメージを受けた生態系を,表土復元や植栽によっ

て修復する手法

代　償　保全すべき生態系が,事業によってやむをえず消失する場合iこ,

もとあった生態系の有する価値を他の場所に代償する手法

図8　環境保全措置(ミティゲーション)の考え方
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図9　ドイツ・バイエルン州のバイオト-プ事業の模式

図・。現存するバイオト-プ(上)を改善し(中)

・目標(下)に近づける努力をすることが地区別に

決まっている。大規模な事業が州内に78件ある。

(PSLU 1997)
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表1　環境影響評価法の対象事業

1道路
高速自動車国道

首都高速道路等

一般国道

大規模林道

2　河川
ダム

堰

湖沼水位調節施設

放水路
E7J道

新幹線鉄道(規格新線含む)
普通鉄道

軌道(普通鉄道相当)
4　飛行場

5　発電所.

水力発電所

火力発電所(地熱以外)
火力発電所(地熱)

原子力発電所

6　廃棄物最終処分場

7　公有水面の埋立て及び干拓

8　土地区画整理事業

9　新住宅市街地開発事業

1 0工業団地造成事業

日新都市基盤整備事業

1 2流通業務団地造成事業

1 3宅地の造成の事業

環境事業団

住宅・都市整備公団

地域振興整備計画

○　港湾計画
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表2　　ダム事業の楳準項目設定表

供及存 物エ又土 減のエ の 影
区 響
分要
因

用ぴ在 の作は地 美事

貯ダ
水 ム

道
路
の
存
荏

存尿
在 石
山
の
跡
地
の

在 ダ
ム
の
哩
体
の
育

草道 の事施
路 エ用エ

事庶 事ダ
石 ム

池 の の 草道投 の の の現
の供 付 路 傭 採 墳 区境
存用 替 の及 m 体 分要
在 及
び

の 投ぴ の の
工 置エ エ エ

秦

○

粉
じ
ん
ォ

大
先
輩

大
気
環
境

環
境
の
自
ォ
的
捕
成
要
X
の
良
好
な
.状
娘
の
保
持
を
旨
と
し
て
鋼
査

チ
派
及
び
秤
価
さ
れ
る
ベ

′き環
境
要
*

○

騒
普
騒
普

○

義
動
揺
戟

○ ○

りる土
水砂
の に
濁 よ

水
K

水
SB
境

○

水
温

○

富
栄
*
化

○
量溶
育
良
ft

○

ン水
m m
度 イ
オ

○

実形支
及要
びな
地 地

地地
n
及
び

境 のる土
他現 叫
の境 に
晃そ 係

○ ○

轟 雲告 葺

き注 な
生 月種

動
物

要 、境生
索予の物
部体の
各務轟

評 保性
価 全の
さを揺
れ 旨保
ると及
べ しぴ
きて 自
環網撚
境.査環

○ ○

及重
ぴ要
群 な
洋 種

▼植
物

○ ○

盤鞍地
銀づ域
系け を
る特

坐
SB -
系

○

景要 並景望 主
観な ぴ観点 要
眺 に菜及 な
望 主源ぴ 眺

景
ft

境 ぴ と触人
要評 しわ と
素価て合 白
さ調 い然
れ重の と
る 、確の
ベ予保豊
き測 をか
環及 旨な

○ ○

の いの と主

. 塙 の地 目要
括れ 然な
動合 と人

動合 と人
のいの と
増 の幾 日
括 れ.顔

○

産 に建 .
物 伴 投
う工
別事

磨
m
物
等

兼晶 紺 青昌 絹

境 る評予度 のへ
要 ベ価測 に丑の
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表4　ミティゲーションの行為と優先順位(森本1998)

(1)ある行為をしないことで影響を避ける。

(2)ある行為を制限することで影響の程度を減じる。

(3)修復やリハビリ、復元などによって影響を更正する。

(4)保護策と管理を行うことで経年的な悪影響を無くしたり減じる。
(5)代替資源を供給したり、置き換えるこ

(アメリカCEQ、環境基準審査会による)
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表5　代償ミティゲーションのオプション(森本1998)

保護または交換

改良

復元

創造

:価値のある湿地を含む土地を購入し 長期にわ
たる保全管理を伴う公有地とする。

開発でダメージを受ける湿地を他の(ふつう、

より大きくて価値のある)湿地と交換し、長期
の保全保護の対象とする。

:何らかの機能がダメージを受けていた湿地を修
復し、機能を回復させる。

:かつて湿地であり、ほとんど消失した湿地の多
くの機能を回復させる。

:かつて湿地がまったく存在していなかったとこ

ろに湿地をつくる。ふつう、ある特定の機能を
目的とする。
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第8章持続可能な21世紀へ向けた都市間協力のあり方

山下彰一・松岡俊二

1.はじめに

1997年12月に京都で開かれた「地球温暖化防止会議」 (国連気候変動枠組条約第3回締

約国会議)では、もっぱら先進諸国側のC02などの削減目標が論議された。しかし、この

ことは発展途上国側が環境保全へ向けた努力を必要としないことを意味するのではなく、

今後の環境問題は発展途上国側の取り組みの度合いによってその深刻度が左右されるとい

っても過言ではない。 21世紀の持続的成長を達成するためには、南北双方の明確な目標設

定ならびに南北間の国際協力が不可欠である。京都会議では、まず先進諸国の温室効果ガ

スの削減目標を検討し、次回以降の会議で途上国の目標を設定する含みを持たせたものと

考えるべきである。

2.大量生産・大量消費型経済システムは今後も可能か

20世紀の豊かな社会は、イギリスに始まる産業革命とそれに続くアメリカ主導の大量生

産・大量消費型の経済システムによって実現した。しかし、このシステムは、化石燃料を

消費し、大量の廃棄物を生み出し、地球環境を悪化させ、地下資源を枯渇させる危機を招

いてしまった。

そのため、特に温室効果ガスの削減が必要であることはすでに世界共通の認識になって

いる。ただ、削減目標の設定について先進諸国間でも対立があり、特にアメリカの態度が

話題をよんだ。京都会議を前にして、アメリカの産業界だけでなく、労働組合までがC02

等の大幅削減に強く反対した。その理由は、現在享受している豊かな生活を失いたくない

という自分勝手な要求であって、発展途上国側から厳しく批判された。もはや各国それぞ

れが欲望を満たすために自分勝手な行動をすることが出来なくなった0

このことは発展途上国側においても同じである。例えば、 12億の人口を持つ中国がアメ

リカ・モデルで豊かな社会をめざそうとすれば、深刻な大気汚染を覚悟しなければな.らず、

地球環境の決定的な破壊が予想される。途上国に豊かな生活の実現をあきらめさせるので

はなく、南北双方が天然資源の枯渇と地球環境の危機を認識する必要があり、 20世紀型の

大量生産・大量消費にかわる持続可能な新しいシステムの構築なくしては人類そのものの

生存が脅かされる可能性があることへの認識が必要になっている。

こうした地球規模の環境問題への対応として考えられているのが、資源循環型経済シス

テムの構築である。
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3.資源循環型経済システムの構築

20世紀の経済システムは、大量生産・大量消費・大量廃棄を特徴とし、天然資源を近い

将来枯渇させ、排出された大量のC02などの温室効果ガスが気候変動を招き、海面の上昇

や食糧難を引き起こすことが指摘されている。

このシステムを継続することは、地球の破壊に導くことでもある。 2 1世紀には、地球

への環境負荷を少なくする資源循環型経済システムを構築することが必要になる。その一

つの方向としてゼロ・エミッション(廃棄物ゼロ)の考え方が国連大学によって紹介され、

その実践へ向けての試行が始まっている。

ゼロ・エミッション型経済社会を実現する方策としては、例えば、 A産業の廃棄物をB

産業が原料として使い、 B産業の廃棄物をC産業が原料として使う。また、 C産業の廃棄

物をD産業が原料として使う、というように廃棄物がすべて他の産業の原料になっていけ

ば廃棄物ゼロの産業体系を作ることができる。ゼロ・エミッションの考え方は、単に廃棄

物を他の産業が利用する産業体系を作るだけでなく、資源の消費を抑え、廃棄物を最小化

することから始まる。その上で廃棄物の利活用を図り、地球への負荷を限りなく減らそう

という考え方である。

日本におけるゼロ・エミッションへの取り組みは、やっと1990年に入ってからであるが、

世界的な環境問題への関心の高まりもあって、運動の広がりは意外に早かった。特に民間

企業が積極的に取り組みはじめ、いまや環境に配慮しない企業は社会から評価を得られな

くなってきた。場合によっては企業の業績に影響が出るほどになってきている。

ゼロ・エミッションの考え方から資源循環型経済システムの構築を模索しようという動

きは、民間企業では、例えば荏原製作所のような例がある。荏原は、同社の敷地内にゼロ・

エミッションの考えを実現する「エコ・インダストリアル・パーク」の建設を計画してい

る。そこでは廃棄物を極力減らし、また廃棄物は徹底して利用する工業団地と住宅が同居

する意欲的な取り組みである。

こうした動きは地方自治体にも広がりつつある。民間企業は、また21世紀は環境の時代

という認識を持っており、むしろそれをビジネスに結びつける動きが急である。というの

も、ゼロ・エミッションの考え方から、企業はすべての生産行程から出る廃棄物がチェッ

クされ、それへの対応を迫れれており、これがすべての企業や事業体に及ぶとすれば、そ

の技術やノウハウを蓄積し、他社に先行すればビジネスになると考えられてきたからであ

る。

こうした動きは、地方の自治体にも広がっている。中国地方5県の県庁や市役所では、

環境への配慮がテーマとなっており、それぞれの土地にあったプロジェクトを立ち上がら

せている。ゼロ・エミッションへの取り組みは、東京などの中央の大都会ではなく、地方

が積極的であるところが面白く、地方が環境保全や環境国際協力に力を入れ始めたところ

が、これからの展望をよくしているのではなかろうか。
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4.中国の環境問題

4.1エネルギー効率の悪さと大気汚染

中国は、市場経済化の導入によって、近年2ケタ成長ないしは2ケタに近い成長率での

経済成長を続けている。これまでは、広東省の目覚ましい発展がみられ、最近は上海が経

済発展の中心になって中国経済を引っ張っていっている感がある。これからは沿岸部の発

展が内陸部へ波及していくことが予想され、内陸部の中核都市周辺では工業団地が整備さ

れるなど、すでに開発への準備段階に入っている。

中国の高度成長の過程で最も懸念されていることは、その環境への影響である。とにか

く人口が12億を超える大国であるゆえに、その環境へのインパクトの大きさはわれわれの

想像を超える。経済発展とともに、産業活動が活発となり、さらに人々の所得が高くなり、

消費生活が高度化すれば、おのずと環境への負荷が高くなる。

中国について言われていることの一つは、中国の一般消費生活が、公式統計に表われる

以上にさらに高いということである。所得並びに消費水準が高ければ、それだけ環境への

影響が大きくなっているとみることができるわけで、この辺の調査が必要となっている。

例えば、井村、勝原論文[2]では、中国の国民1人当りGNPは現在436ドル(1992年)である

と発表されているが、購買力平価で換算するとこの4倍くらいに評価されるという見方を

紹介している。さらに、沿海部の大都会の所得は、全国平均の10倍高いといわれ、それが

現実に大都市のすさましい購買意欲となって現われているという。

いま一つは、エネルギー源として石炭を多用していることと関連する。石炭をエネルギ

ー源とすれば、当然大気汚染やその他の問題を発生させる。中国の1991年のSO2排出量は、

年間1,600万tとされている。これは、アメリカの排出量2,070万tについで世界第2位の

水準だという。ただ、この数字は中国の零細企業からの排出量は含まれていないといわれ、

それを含めるとアメリカの数字を凌そともいわれる。

中国は、 1950年代からソ連のモデルを採用し、重工業を優先させる政策を採ってきた。

今日でも投資の重化学工業への重点的配分を行っているが、その投資効率は極めて悪いと

指摘されている。

いずれにしても中国の環境汚染をGNP比またはエネルギー単位当りで比較すると、国際

的にも中国のそれは群を抜いている。まず、中国のエネルギー消費量および二酸化炭素排

出量をGNP比でみたものが表1である。先進国および他の東アジア諸国と比較して、中国

は、 GNP当りの一次エネルギー消費量が1,445石油換算トン/100万ドルであり、日本と比

較して約10倍も効率が悪いことがわかる。大気汚染のひどさも表1から読み取れる。中国

のエネルギー生産における生産効率の悪さと、公害発生率の高さを日本と比較したものが

表2である。
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図1および図3は、主要国のGNP単位当りの大気汚染の状況を見たものである。図1が

sox(硫黄酸化物)の排出量(g/ドル)で見たものであり、図3がcO2(二酸化炭素)の排出量で

比較したものである。いずれも中国が飛び抜けて高い。ただし、 SOx排出量を固定発生源

ベースからみるとアメリカが最悪となって、中国は第2位になる(図2参照)0

中国の大気汚染物質排出量が、中国の経済規模または経済発展の度合と比較して大きす

ぎることが指摘されている。その原因の一つは、上述のように、中国のエネルギーの石炭

依存が極端に高いことであり、第2は、中国のエネルギー価格が政策的にかなり低く抑え

られていることである。前者はエネルギー資源の賦存状態に依存した偏りであり、後者は、

経済発展のための工業化優先政策と連動している。

ともあれ、中国国民1人当たりCO2排出量は、日本の6分の1、アメリカの10分の1程

度に過ぎないが、その人口ゆえに総量では7億3千万トンとなり、世界の排出総量の11.4%

を占めている。中国の経済発展が今の高度成長のペースで伸びつづけたとしたら、 2020年

頃にはこの値はほぼ倍増し、現在のアメリカの水準に達するとみられている。

4.2　中国のエネルギー消費構造と産業別SOx排出量

中国における大気汚染の深刻さの原因は、そのエネルギー消費構造に関連している。す

なわち、エネルギー消費の75%を石炭に依存していることが大気汚染の元凶であることが

知られている。

まず、中国におけるエネルギー消費量の推移をみたのが図4である。また、エネルギー

の消費構造をみたのが図5である。区1 5に示されたように、中国のエネルギー消費の石炭

依存率は、近年コンスタントに75%-　　であったことがわかる。

次に、省別、特別市別に工業生産額と工業生産単位当たりのSOx排出量を見たのが図6

である。工業生産額とSOx排出量の関係は、各省によって異なる。その理由は各省の産業

構造が異なり、また産業別のSOx排出量に差があるからである。中国の場合、 sox排出量

はエネルギー需要と関連しており、電力産業との関係が深いoその消費構造が極端に石炭

依存が高いことから、電力生産とsox排出量が高い相関を見せている。

例えば、工業集積の高い遼寧省の例を見てみよう。遼寧省の全産業のSOx排出量は82.3

万トンであった。そのうちの35%に当たる28.5万トンが電力産業から排出されている(図7

参照)。図7のように、遼寧省におけるSOx排出量のワースト3は、電力、鉄鋼、非鉄の重

工業であり、この3業種で遼寧省のSOx排出量の62%を排出している。

さらに問題なのは、排出される工業soxの除去率である。中国では、 SOxの除去率がま

だ非常に低く、図8に示されたように、大半の省はその除去率が10%台以下である。除去

率の低さは、中国の所得水準、技術力などの低さと関係していると考えられるが、企業や

行政、市民の意識の問題もある。こうした事態を見ると、日中間の環境協力の重要さが理

解できると思われるが、とにかく日本の公害対策の歴史や経験を何らかの形で中国に伝え、
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中国では、行政、企業、市民その他の各主体がこうした有用な情報に接することができ、

公害対策に関する認識を深め、自ら環境保護のために行動する、そうした社会をつくるた

めの努力が必要であると考える。

先にも触れた通り、後発発展途上国の環境問題は深刻である。経済発展を優先させるた

めに、利用可能な財源を産業インフラの整備や工業化のための諸施策につぎ込んでしまう。

環境対策は後回しにされてしまう。特に1人当りGNPが500ドル以下の貧困国において、

環境対策に財源が割かれることはまず考えられず、もっぱら開発支援型の財政支出が組ま

れている。

しかし、中国の例で見た通り、問題は深刻なのである。環境対策をなおざりにして、開

発優先の政策が進められると後世に深刻な負の財産を残す。環境問題が悪化し、深刻にな

る前に対策が必要である。特に中国の環境問題は、日本だけでなく地球的規模の問題とし

て捉えておく必要がる。これから東南アジア、南アジアの国々が次々と高度成長局面に入

ることを予想するとき、日本のアジア各国に対する環境協力の重要さがますます大きくな

ると言わざるを得ない。

5.持続的発展のための日中環境協力の必要性

高度成長を続ける中国は、一方で環境問題が深刻化していることを十分認識していると

考えられている。中国政府は、環境保護を国策の基本と位置づけ、経済建設と環境保護の

同時発展の方向を推進しているOすでに国家環境保護法を制定(1979年)しており、環境対策

に積極的に取り組んでいる1992年には、 「中国アジェンダ21」を採択、環境保全のための

政策ガイドラインやモデルプロジェクトを決定している。また、今年から始まった第9次5

カ年計画では、環境分野で4,000億元(約4兆8,000億円)の投資を予定している。だが、国

の財政だけでは到底まかない切れないので、外国からの援助で40億ドルを調達する計画だ

といわれている。

日本では、環境保全を政府開発援助(ODA)の基本理念の一つとして位置づけ、発展途上国

の環境問題の解決をoDAの重点分野として取り組んでいる。日本政府は、環境分野の援助

(環境ODA)を、 1992年度からの5年間で9,000億円から1兆円を目途に供与する方針を発

表し、近年は環境oDA供与が急増している。例えば、 1995年度の円借款供与額(承認ベー

ス)のうち、環境関連案件は、 25件、 2,186億円(承認額全体の20.0%)となっており、この4

年間で9,227億を供与、 5年間の目標を4年間で達成したことになる。

日中間の環境協力は、 1988年8月に訪中した竹下首相(当時)と李鵬首相との間で、環境分

野を「日中友好条約締結10周年記念事業」の一つにすることが合意されたことを受けて、「日

中友好環境保全センター」が無償で設立されることが決まった。センターは、 1996年北京に

オープンし、今後の日中環境協力の中心になることが期待されている。また、環境関連の2

国間技術協力実績も1992年より急増しており、 1994年度だけで中国からの研修生を1,192
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名を受け入れ、専門家の派遣は325名、青年海外協力隊員の派遣は116名となっている。こ

の他に両国の都市間環境協力も盛んであり、資金面、技術協力面での両国の協力関係は益々

密接になっていくものと予想される。

6.持続的発展戦略における都市間協力の重要性

6.1都市間環境協力の必要性

1996年11月に北九州市において「日中環境協力部市会議」が開催された。日中両国から64

の地方自治体、政府機関、国際機関、大学の関係者が参加して、日中の都市レベルにおけ

る環境協力についての現状や今後の取り組みについての討論を行った。環境問題で日本と

中国が都市レベルで協力していこうという国際会議は初めての試みであったし、またその

重要性を参加者全員が認識しあった会議でもあった。

中国側からは、北京の日中友好環境保全センターをはじめ、四川省、吉林省、天津市、

大連市、重慶市等からそれぞれの代表団が参加し、日本の都市または自治体との協力実績

や現状、課題などを報告しあった。この会議において、日中両国の都市間における環境協

力がすでにかなりの実績があることがわかった。例えば、大阪市と上海市、北九州市と大

連市、広島県と四川省、広島市と重慶市の環境交流・協力は∴相互に技術研修員を派遣し

たり、また研究レベルでの交流を続けている。自治体の環境国際協力には数々め制約があ

り、限界がある。しかし、少なくとも上記の4例は、その困難を乗り越えてすでに10年以

上も交流と協力の実績を積み上げて来ており、両国の他都市同士の新たな協力関係樹立に

大きな影響を与えている。

環境国際協力は、実は国レベルにおいても難しい問題があり、なかなか進展しないケー

スが多い。ここでは、環境国際協力においlて、両国の都市間協力がどめような意義を持ち、

重要であるかを考える。

まず第1に、都市または地方自治体レベルの交流は、国が出来ないことを実行できると

ころに特徴がある。国と国の交渉には、外交の原則から政治的な判断、国際的な配慮など

から、折角の良いプロジェクトが交渉の場に乗らない場合さえある。交渉が始まったとし

ても、手続きは慎重で時間がかかることが多い。国には国家予算という制約があり、あら

ゆる国のあらゆるプロジェクトに協力することはできない。ましてや受け取り国の地方の

小さな案件が国家プロジェクトに採用されることはほとんどない。

第2に、都市または地方自治体同士ならば、お互いのニーズと協力の範囲を協議でき、

しかもそのプロジェクトを継続的に観察し、双方の合意の基で長期的に続行することもで

きる。双方の首長の判断で、早期の決定と実行が可能である。

ただ、地方都市や自治体には、資金的、人材的、制度的な制約があり、将来的な課題と

しては、自ら国際貢献できる人材の育成や財政的な基盤づくりを心がけていかなければな
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らない。そして、国や大学、民間企業などとの役割分担や協力関係の樹立を模索して行く

必要があるだろう。

第3に、日本では、都市が住民の要求を受け容れる形で、住民の健康や生活の安全を守

る先頭に立ってきた歴史がある。日本における都市が環境保全面で果たした役割と都市が

持っているノウハウは、中国でも活用できるものがあり、都市間協力の推進によってそれ

を活かしていくことが出来る。

日本の都市や地方自治体が、中国の都市と交流する際に気をつけなければならないこと

は、日本の経験が全て役に立つものとは考えずに、相手の環境や、ニーズ、技術、制度な

どをよく研究した上で、こちらに出来ることを誠意を持って行うことであろう。一方通行

ではない、双方向的な「水平協力」の必要性が、北九州市での上記の会議で提案されていた

ことが印象に残った。

今一つは、都市間協力といえども、全て日本側の丸抱えプロジェクトは再考の余地があ

る。広島県が採っているように、相手側の自主性を重んじ、自発的な提案に協力していく

姿勢が必要だと思う。経費についても相手に応分の負担を求めていくことを原則とすべき

ではなかろうか。

6.2　各アクターの役割と連携の必要性

日中間のこれまでの環境協力を考えた場合、政府レベルよりも地方都市や自治体レベル

の実績が先行していると思う。日本政府は、政府ベースの対中国環境協力としては上下水

道関連を中心にインフラ整備の協力を行ってきた。しかし、都市レベルの方が、金額は少

ないかも知れないが、よりソフトで人的、技術的、組織的交流を続けてきたといえる。特

に、その継続性を重視すれば、政府間よりも都市間協力をベースにした方が長期の交流が

可能であり、効果が大きいといえる。

北九州市と大連市の場合のように、両市の友好都市縁組みをベースとして、 1981年から

大連で「公害管理講座」を開くことから始まって、その後も都市そるみで環境協力に取り組

んできた。その努力の延長で、一つのプロジェクトが政府開発援助事業として取り上げら

れることになった。それが「大連市環境モデル地区整備計画調査」である。この間に、両市

の間で環境に関するセミナーや専門家の派遣、研修員の受け入れ、調査や共同研究の実施、

コンサルタント業務、国際会議などを実施してきているO

北九州市と大連市の環境協力事業には、北九州市の公害の歴史をつくってきたともいえ

る新日銭(旧八幡製鉄所)の積極的協力があったO新日銭(秩)は、その後、公害対策や環境保

全に並々ならぬ企業努力を続け、民間企業としての環境対策の姿勢を示してきた。また環

境保全技術や関連のノウハウを蓄積している。今回の経緯を見ても、都市間協力には民間

企業の協力がいかに大切であるかを認識させられた。環境協力に民間の力が必要なことを

強調しておきたい。
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広島県や広島市も、友好提携を結んでいる四川省や重慶市との間で環境協力を続けてき

ている。とくに、重慶市に「酸性雨研究交流センター」を広島県、広島市、四川省、重慶市

の4者が共同で設置したことが特筆出来る1993年に設置されて以来、市内の84カ所で定

点観測をするなど、研究協力や専門家の派遣や研修生の受け入れ事業を継続している。た

だ、広島県と四川省、広島市と重慶市の環境協力は、市または地方自治体のみの交流に終

始している感があり、今後は地元の大学や研究機関、さらには政府やNGOとの連携などを

考えて行く必要があると考えられる。

山口県宇部市においても、環境保全への関心が高い。かっての公害の街から環境対策に

実績を上げた経験を活かして、環境と開発の調和を目指した取り組みがなされている。そ

の延長線としてアジア、世界への環境協力を提言する「宇部アピール」を発表している。

こうした各都市での取り組みが国際的な環境協力を推進するエネルギーになる。

最後に、日中都市間環境協力におけるそれぞれの主体(アクター)の役割と課題を考えてお

きたい。

都市が行う環境国際協力は、国が行う環境oDAとは目的は同じであるはずである。規模

や内容は当然異なるが、都市には国が出来ないことを実施できるという利点がある。そこ

で第1に、政府に出来なくて都市がメリットを発揮できるプロジェクトを自ら発掘し、あ

る程度まで自主的に展開して見て、実効性と効果が期待できると判断された案件を政府な

り、民間企業と連携して実施する方向を探るべきではないか。国との役割分担並びに両者

の連携が考えられなければならない。これに大学や研究機関が連携するケースも当然考え

られる。ただ、都市には財政や国際人材に限界があるので、国の他に民間企業や大学との

協力関係を構築していくことが課題であろう。

第2に、日本の地方自治体や都市は、国際協力への取り組みが浅く、実践経験やノウハ

ウが不足している。そこで、当面の間は、経験豊富なJICA(国際協力事業団)やOECF(海外

経済協力基金)の経験、人材、ノウハウなどを活用する方向を検討すべきであるJICAヒ

OECFが環境協力面で地方都市と適携を取ることは大変重要なことであり、環境ODA実施

面で国と地方の協力関係を作り出す役割をOECFとJICAが果たすことが出来る。

第3に、環境協力の推進には、研究協力が重要であるo相手側の現状やニーズを正確に

理解し、その解決のために科学的な処方等を出していくことが基本的に重要であるoこの

場面で大学や研究所、あるいは自治体の研究者や企業の研究者が協力できる。大学は、両

国間で結ばれている学術交流などの交流実績に基づいて、新たな共同研究事業を展開でき

るし、そこで必要な人材育成にも協力できる。

大学などが行う研究協力は、もっと大きな役割を果たすことが出来る。例えば、研究者

同士の研究交流・協力は、相手研究者に知的な刺激だけでなく、現実の環境問塵を正確に

理解してもらうプロセスでもある。相手研究者は、それを自分の問題として受け止め、そ

のことを地方自治体や政府に進言できる。環境協力を必要とする政府は、その提言などに

基づいて2国間協力や多国間協力の案件として援助供与国ないしは国際機関に援助の供与
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を申請できる。一方、日本側研究者は、当該国に対する援助供与の必要性と意義を供与国

政府に進言でき、双方から必要な援助案件を政府に提言できる。これらのプロセスから、

必要かつ適切な援助案件が生まれ、環境oDAが実現される。このように大学は、国と国、

都市と都市の関係だけでは入っていけない分野で協力をし、相互理解を助け、共同研究、

共同学習を通じて交流の実を上げることが出来る。

第4は、市民の理解とNGOとの連携である。都市は市民と密接に関わっており、環境国

際協力を推進する意味と意義について市民から理解をもらう必要がある。市民の環境意識

を高めるためには、環境についての教育等も必要である。環境協力の実施面では、またNGO

の人々の協力が重要である。彼らの行動力と人的交流を重視する姿勢を都市は活用すべき

である。

第5は、民間企業との関わりである。企業が持っている環境関連の技術やノウハウの活

用はもとより、環境協力を将来的に考えた場合、企業に環境分野でのビジネスチャンスを

与える発想も必要である。環境問題は地球的な問題である。企業には特に環境への配慮と

実践が求められている。民間企業には、お金のかかる環境関連事業に協力してもらうと同

時に、それをビジネスとしても展開してもらう工夫が必要だと思う。

ともあれ、環境問題は、 'あらゆる分野とあらゆる主体と関連している。地球規模の問題

であると同時に、それへの対策は地域的、個別に行わなければならない。それだけに-主

体だけでは到底処理できる問題ではない。上記のいくつかの関連や協力関係を越えて、さ

らに大きな広がりを持つ産官学民住の連携が必要であり、そのためのネットワークつくり

がこれから重要になる。その方向への前進のために、都市間環境国際協力の推進が重要性

を増してくるものと思われる。
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図1 GDP単位あたりSOx排出量(1991年)
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図5.中国のエネルギー消費構成の推移

炭車石油□天然ガス田水力

出典:中国国家統計年鑑1996年

ー116-



礎
　
購
　
糎
　
榊
　
M

虹
　
触
　
媒
　
掛
　
軸

廿
9
6
6
L
増
廿
お
堪
匝
甘
‥
噂
F
F
7

佃
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
出

E
B
　
由
　
E
B
　
固
　
_
麺
　
国
　
境
　
屈
　
国
　
旧
　
E
p
^
^
K
f
f
e
^
^
f
c
-
r
^
^
E
l
?
　
謹

名
　
編
　
軸
　
堪
　
排
　
出
　
紬
　
唱
　
m
 
q
p
　
^
　
畔

K
・
 
'
理
　
琳

帥
_
墳

糊
　
T

く⊃　　　　C〉　　　C)　　　くつ　　　　くつ
C〕　　　o o o o
C)　　　⊂〉　　　くつ　　　　⊂>　　　　o
卜　　　　く　　　　in　　　　寸　　　　くり

撃IR

-117-



噸
ヨ
毒
x
O
S
[
i
K
群
増
e
細
敵
対
　
L
匝

-118-

*
6
6
I
朝
鮮
島
屋
細
静
朔
‥
或
召

6

T

*

r

-

て

7

7

1

恥

-

&

1

'

せ

　

・

3

B

蝶

0

3

N

喝轍

丘茸

幅喝試増

胡蝶試埴

幽糠

中e卓

*n -4

hl卜rtlトヽhh



%
0
%

Kl礎

凍艦

恥膿

堅田

飾桝

佃境

崇帖

振酎

雌雄出

廿
9
6
6
1
増
せ
僻
囲
E
E
[
甘
‥
噂
召

糠
哨
盤
ゥ
x
o
s
輔
r
◆
叫
五
黄
Q
j
x
o
s
轍
r
■

腔
　
錬
　
虹

剛
　
粥
　
1
r

軸頗・

琳群

JlJ購

買崇

蕪出

戻腫

佃
・

*

(

?

　

　

*

<

L

*

U
 
V
J

冨
　
樫

叫
　
買

籾
　
細
　
胞
　
帥
　
鴬

V
J
　
堪
　
ヨ
　
鱒
.
h
i
t

an

g

[fi

練
絹
盛
7
叫
五
黄
X
O
S
雑
r
Q
)
軍
曹
癖
の
囲

-119-




